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鳥栖市地域防災計画の修正に係る新旧対照表 

項 現行 修正後 備考 

 

68 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４編 災害応急対策計画 
第１章 防災関係情報の収集・伝達経路 

第１節 防災関係情報の種類、内容 

１ 気象警報等の種類、基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 種 別 基          準 

注
意
報 大 雨 

（浸水害）１時間雨量が４０mm以上 

（土砂災害）土壌雨量指数基準（※１）が１１２以上と予想される場合 

洪 水 

 

○１時間雨量が４０mm以上 

流域雨量指数基準（※２）が、宝満川流域１８以上、沼川流域６以上が予想さ

れる場合 

○複合基準（以下の基準をともに超えることが予想される場合） 

１時間雨量が３０mm以上、流域雨量指数が宝満川流域１４以上 

強 風 平均風速が１０ｍ／ｓ以上と予想される場合 

風 雪 雪を伴い平均風速１０ｍ／ｓ以上と予想される場合 

大 雪 
２４時間降雪量の深さが以下の基準を超えることが予想される場合 

平地で５㎝以上、山地（標高２００ｍ超える）で１０cm以上 

雷 落雷等により被害があると予想される場合 

融 雪 ※３ 

濃 霧 視程が１００ｍ以下になると予想される場合 

乾 燥 最小湿度が４５％以下で実効湿度が６５％以下になると予想される場合 

低 温 

夏季：最低気温が平野部で－３℃以下になるおそれがあると予想される場合 

冬季：平均気温が平年より３℃以上低い日が３日続いた後、さらに２日以上続く

と予想される場合 

霜 
１１月３０日までの早霜、３月１５日以降の遅霜で最低気温が４℃以下にする

と予想される場合 

着 氷 ・ 着 氷 気温－２℃から２℃の条件下で降雪量１５㎝以上の場合 

警
報 

大 雨 
（浸水害）１時間雨量が７０mm以上 

（土砂災害）土壌雨量指数基準（※１）が１４２以上と予想される場合 

洪 水 

○１時間雨量が７０mm以上 

流域雨量指数基準（※２）が、宝満川流域２２以上、沼川流域７以上が予想さ

れる場合 

○複合基準（以下の基準をともに超えることが予想される場合） 

１時間雨量が５０mm以上、流域雨量指数が宝満川流域１４以上 

暴 風 平均風速が２０ｍ／ｓ以上と予想される場合 

暴 風 雪 雪を伴い平均風速２０ｍ／ｓ以上と予想される場合 

大 雪 
２４時間降雪量の深さが以下の基準を超えることが予想される場合 

平地で２０cm以上、山地（標高２００ｍを越える）で３０cm以上 

第４編 災害応急対策計画 
第１章 防災関係情報の収集・伝達経路 

第１節 防災関係情報の種類、内容 

１ 気象警報等の種類、基準 

 種 別 基          準 

注
意
報 大 雨 

大雨により災害が発生するおそれがあると予想された場合 

（浸水害）表面雨量指数（※３）が１２以上と予想される場合 

（土砂災害）土壌雨量指数基準（※１）が１１５以上と予想される場合 

参考：浸水害で１時間雨量が概ね４０㎜以上 

洪 水 

上流域での降雨により河川が増水し、災害が発生するおそれがあると予想され

た場合 

流域雨量指数基準（※２）が、宝満川流域２８以上、沼川流域６以上が予想さ

れる場合 

○複合基準（※４）が、安良川流域（６、９．３） 

参考：浸水害で１時間雨量が概ね４０㎜以上 

強 風 平均風速が１０ｍ／ｓ以上と予想される場合 

風 雪 雪を伴い平均風速１０ｍ／ｓ以上と予想される場合 

大 雪 
１２時間降雪量の深さが以下の基準を超えることが予想される場合 

平地で３㎝以上、山地（標高２００ｍ超える）で５cm以上 

雷 落雷等により被害があると予想される場合 

融 雪 ※６ 

濃 霧 視程が１００ｍ以下になると予想される場合 

乾 燥 最小湿度が４５％以下で実効湿度が６５％以下になると予想される場合 

低 温 

冬季：平野部で最低気温が－３℃以下になるおそれがあると予想される場合 

夏季：平年より平均気温が３℃以上低い日が３日続いた後、さらに２日以上続く

と予想される場合 

霜 
１１月３０日までの早霜、３月１５日以降の遅霜で最低気温が４℃以下になる

と予想される場合 

着 氷 ・ 着 氷 気温－２℃から２℃の条件下で降雪量１５㎝以上の場合 

警
報 

大 雨 

大雨により重大な災害が発生するおそれがあると予想された場合 

（浸水害）表面雨量指数（※３）が３０以上と予想される場合 

（土砂災害）土壌雨量指数基準（※１）が１４３以上と予想される場合 

参考：浸水害で１時間雨量が概ね７０㎜以上 

洪 水 

上流域での降雨による河川の増水により、重大な災害が発生するおそれがある

と予想された場合 

○流域雨量指数（※２）が、宝満川流域３５以上、沼川流域７.９以上が予想さ

れる場合 

参考：浸水害で１時間雨量が概ね７０㎜以上 

暴 風 平均風速が２０ｍ／ｓ以上と予想される場合 

暴 風 雪 雪を伴い平均風速２０ｍ／ｓ以上と予想される場合 

大 雪 
１２時間降雪量の深さが以下の基準を超えることが予想される場合 

平地で１０cm以上、山地（標高２００ｍを越える）で２０cm以上 

 

 

 

 



- 48 - 

項 現行 修正後 備考 
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 種 別 基          準 

特
別
警
報 

大 雨 台風や集中豪雨等により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合 

【基準】 

①又は②を満たすと予想され、かつ、さらに雨が降り続くと予想される場合 

① ４８時間降水量及び土壌雨量指数（※１）において、５０年に一度の値

を超過した５km 格子が、共に府県程度の広がりの範囲で５０格子以上出

現 

② ３時間降水量及び土壌雨量指数（※１）において、５０年に一度の値を

超過した５km 格子が、共に府県程度の広がりの範囲内で１０格子以上出

現 

 

 

【５０年に一度の値】 

○４８時間降水量 ４９６mm 

○３時間降水量  １７６mm 

○土壌雨量指数（※１） ２８４ 

 

 

 

 

 

 

【過去の対象事例】 

平成２４年７月九州北部豪雨（死者行方不明者３２人） 

平成２３年台風１２号（死者行方不明者１０４人） 

暴 風 

数十年に一度の強度の台風等により暴風が吹くと予想される場合 

【過去の対象事例】 

昭和３４年台風１５号（伊勢湾台風。死者行方不明者５，０００人以上） 

暴 風 雪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと

予想される場合 

大 雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

防
災
情
報 

記録的短時間 

大 雨 情 報 
１時間雨量１１０mm以上を観測又は解析した場合 

竜巻注意情報 
竜巻等の激しい突風をもたらす気象状況になった場合に発表される気象情報

で、雷注意報を補足する情報。発表時刻から約１時間が有効時間 

土 砂 災 害 

警 戒 情 報 

大雨による土砂災害の危険度が高まった場合に、佐賀地方気象台及び県が共同

して発表 

土 砂 災 害 

緊 急 情 報 

大規模な土砂災害が急迫している場合、特に高度な専門的知識及び技術が必要

な場合は国が、その他の場合は県が緊急調査を行い、被害の想定される区域と時

期に関する情報として市へ通知するとともに一般に周知 

 

 種 別 基          準 

特
別
警
報 

大 雨 台風や集中豪雨等により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想される場合 

【浸水害の指標】 

以下①、②のいずれかを満たすと予想され、かつ、さらに雨が降り続くと予

想される場合で、浸水キキクル又は洪水キキクル（※７）で５段階のうち最大

の危険度が出現しているときに発表される 

① ４８時間降水量及び土壌雨量指数（※１）において、５０年に一度の 

値を超過した５km格子が、共に５０格子以上まとまって出現（※８） 

② ３時間降水量及び土壌雨量指数（※１）において、５０年に一度の値

以上となった５km 格子が、共に１０格子以上まとまって出現（※８）

(ただし、３時間降水量が１５０mm以上となった格子のみをカウント対

象とする) 

 

【５０年に一度の値】 

○４８時間降水量 ５９２mm 

○３時間降水量  １８９mm 

○土壌雨量指数（※１） ３２３ 

 

【土砂災害の指標】 

 過去の多大な被害をもたらした現象に相当する土壌雨量指数の基準値以上

となる１km格子が概ね１０格子以上まとまって出現（※８）すると予想され、

かつ、激しい雨（１時間に概ね３０mm 以上）がさらに降り続くと予想される

場合に発表される 

 

【過去の対象事例】 

令和元年佐賀豪雨（死者３人、重傷者３人、市内では死傷者なし） 

令和３年８月豪雨（軽傷４人、市内では死傷者なし） 

暴 風 

数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により暴風が吹くと予想さ

れる場合 

【過去の対象事例】 

昭和３４年台風１５号（伊勢湾台風。死者行方不明者５，０００人以上） 

暴 風 雪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹く

と予想される場合 

大 雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

防
災
情
報 

記録的短時間 

大 雨 情 報 

大雨警報発表中において、キキクル（※７）の「非常に危険」（うす紫）が出

現し、かつ数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨（１時間降水量１１

０㎜以上）が観測又は解析された場合 

竜巻注意情報 
竜巻等の激しい突風の発生しやすい気象状況になっているときに発表される

情報で、雷注意報を補足する情報。発表時刻から約１時間が有効期間 

土 砂 災 害 

警 戒 情 報 

大雨警報（土砂災害）の発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生しても

おかしくない状況となったときに、佐賀地方気象台及び県が共同して発表す

る情報 

土 砂 災 害 

緊 急 情 報 

大規模な土砂災害が急迫している場合、特に高度な専門的知識及び技術が必

要な場合は国が、その他の場合は県が緊急調査を行い、被害の想定される区域

と時期に関する情報として市へ通知するとともに一般に周知 
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※１ 土壌雨量指数基準：土壌に溜まっている雨量を指数化したもので、土砂災害の危険性を示す指標 

※２ 流域雨量指数基準：河川の上流域に降った雨が傾斜に沿って集まる水量を指数化したもの 

※３ 現象による災害が極めて稀であり、災害との関係が不明確であるため、具体的な基準を定めない注意報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅴ※１ 土壌雨量指数基準：土壌に溜まっている雨量を指数化したもので、土砂災害の危険性を示す指標 

※２ 流域雨量指数基準：河川の上流域に降った雨によって、下流の対象地点の洪水危険度がどれだけ高まるか

を把握するための指標 

※３ 表面雨量指数：短時間強雨による浸水危険度の高まりに関する指標。地面の被覆状況や地質、地形勾配な

どを考慮して、降った雨の地表面でのたまりやすさを数値化したもの 

※４ 複合基準：表面雨量指数と流域雨量指数の組み合わせによる基準値 

※５ ５０年に一度の値は、各市町村にかかる５km格子の値の平均値をとったもので、過去の観測データから推

定した値である 

※６ 現象による災害が極めて稀であり、災害との関係が不明確であるため、具体的な基準を定めない注意報 

※７ 災害発生の危険度の高まりを地図上で確認できる「危険度分布」として気象庁が使用する愛称 

※８ 「〇ｋｍ格子」とは、〇ｋｍ四方の網目（メッシュ）状に推定したもの 
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２ 水防関係情報 

（１）水防警報    （略） 

（２）水防情報予報  （略） 

 

【洪水予報と水位、危険レベルの関係】 

洪水予報 発  表  基  準 
 

危険レベル 

はん濫発生情報 はん濫が発生した場合 
 

５：はん濫発生 

はん濫危険情報 はん濫危険水位に到達した場合 
 

４：危険 

はん濫警戒情報 

避難判断水位に到達した場合又

は一定時間後にはん濫危険水位

に到達すると見込まれる場合 

 

３：警戒 

はん濫注意情報 はん濫注意水位に到達した場合 
 

２：注意 

   
１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地震に関する情報  （略） 

   

第２節 情報の伝達体制 

１ 気象情報等の収集・伝達 

市における気象情報・地震情報の収集については、主に「佐賀県一斉指令システム」によるものとする。 

 

２ 水防関係情報 

（１）水防警報    （略） 

（２）水防情報予報  （略） 

 

【洪水予報と水位、危険レベルの関係】 

洪水予報 発  表  基  準  危険レベル 

氾濫発生情報 
氾濫が発生したとき、氾濫が継

続している場合 

 
５：氾濫発生 

氾濫危険情報 

氾濫危険水位に到達したとき、

氾濫危険水位以上の状況が継続

している場合、及び 

氾濫する可能性のある水位に３

時間先までに到達すると見込ま

れるとき  

 

 

 
４：危険 

氾濫警戒情報 

氾濫危険水位に到達すると見込

まれるとき、避難判断水位に到

達し更に水位の上昇が見込まれ

るとき、氾濫危険情報を発表中

に氾濫危険水位を下回ったとき

（避難判断水位を下回った場合

を除く）、避難判断水位を超える

状況が継続しているとき（水位

の上昇の可能性がなくなった場

合を除く）場合 

 

 

 

 

 

 

 

３：警戒 

氾濫注意情報 

氾濫注意水位に到達し更に水位

の上昇が見込まれるとき、氾濫

注意水位以上でかつ避難判断水

位未満の状況が継続していると

き、避難判断水位に達したが水

位の上昇が見込まれない場合 

 

 

 

 

 

 

２：注意 

   
１ 

 

 

 

 

３ 地震に関する情報  （略） 

 

第２節 情報の伝達体制 

１ 気象情報等の収集・伝達 

市における気象情報・地震情報の収集については、主に「佐賀県防災一斉指令システム」によるものとす

る。 

水防団待機水位 

避難判断水位 

氾濫危険水位 

氾濫注意水位 

氾濫の発生 

水 位 

はん濫の発生 

水防団待機水位 

はん濫危険水位 

避難判断水位 

はん濫注意水位 
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※ 市から住民への広報手段については、第３章第３節第１「災害情報等の広報」を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 河川情報の収集・伝達 

市は、国土交通省、県、九州電力㈱日田土木保修所等から提供された河川情報等について、次のとおり伝

達を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 市から住民への広報手段については、第３章第３節第１「災害情報等の広報」を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 河川情報の収集・伝達 

市は、国土交通省、県、九州電力㈱日田土木保修所等から提供された河川情報等について、次のとおり伝

達を行う。 

各 
 

課 

佐
賀
地
方
気
象
台 

鳥栖市 

（総務課） 

佐賀県 

（消防防災課） 

（河川砂防課） 

陸上自衛隊九州補給処 

県現地機関 

消防本部 県
一
斉
指
令
シ
ス
テ
ム 

住 
 
 

民 

広 

報 

※ 

共有

雨量・風速 

河内ダム 

（農林課） 

雨量等 

消
防
団 

ＮＴＴマーケティングアクト福岡 

１０４福岡センター 

（警報・特別警報） 

各 
 

課 

佐
賀
地
方
気
象
台 

鳥栖市 

（総務課） 

佐賀県 

（危機管理防災課） 

（河川砂防課） 

陸上自衛隊九州補給処 

県現地機関 

消防本部 県
一
斉
指
令
シ
ス
テ
ム 

住 
 
 

民 
広 

報 

※ 

共有

雨量・風速 

河内ダム 

（農林課） 

雨量等 

消
防
団 

ＮＴＴマーケティングアクト福岡 

１０４福岡センター 

（警報・特別警報） 
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76 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）～（３） （略） 

 

（４）要配慮者施設への情報伝達 （略） 

資料編 浸水想定区域内の要配慮者施設 

 

３ 異常現象発見時の通報 

市は、災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者、又はその発見者から通報を受けた警察署若

しくは消防本部から通報を受けたとき、又は自ら知ったときは、直ちに、県（消防防災課）、防災関係機関及

び佐賀地方気象台に通報する。 

 

（１）通報系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）～（３）  （略） 

 

４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）～（３） （略） 

 

（４）要配慮者利用施設への情報伝達 （略） 

資料編 浸水想定区域内の要配慮者利用施設 

 

３ 異常現象発見時の通報 

市は、災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者、又はその発見者から通報を受けた警察署若

しくは消防本部から通報を受けたとき、又は自ら知ったときは、直ちに、県（危機管理防災課）、防災関係機

関及び佐賀地方気象台に通報する。 

 

（１）通報系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）～（３）  （略） 

 

４ （略） 

 

 

国
土
交
通
省
九
州
地
方
整
備
局 

福
岡
管
区
気
象
台 

鳥栖市（総務課） 

国土交通省 

筑後川河川事務所 
同左久留米出張所 

東部土木事務所 

河内ダム 

（農林課） 

佐賀県 

（河川砂防課） 

佐賀県 

（危機管理防災課） 

佐
賀
地
方
気
象
台 

九州電力㈱ 

日田土木保修所 

夜明ダム放 河内ダム放流 

広 
 
 
 

報 

水防警報 

ＦＡＸ 

（
鳥
栖
市
水
防
団
） 

鳥
栖
市
消
防
団 

はん濫注意情報等 

各 
 

課 
要
配
慮
者
利
用
施
設 

住 
 

民 

国
土
交
通
省
九
州
地
方
整
備
局 

福
岡
管
区
気
象
台 

鳥栖市（総務課） 

国土交通省 

筑後川河川事務所 
同左久留米出張所 

東部土木事務所 

河内ダム 

（農林課） 

佐賀県 

（河川砂防課） 

佐賀県 

（消防防災課） 

佐
賀
地
方
気
象
台 

九州電力㈱ 

日田土木保修所 

夜明ダム放 河内ダム放流 

広 
 
 
 

報 

水防警報 

ＦＡＸ 

（
鳥
栖
市
水
防
団
） 

鳥
栖
市
消
防
団 

はん濫注意情報等 

各 
 

課 

要
配
慮
者
施
設 

住 
 

民 

鳥 栖 市 発 見 者 

警 察 署 

消 防 本 部 

防 災 関 係 機 関 

佐賀地方気象台 

県 

（危機管理防災課） 

鳥 栖 市 発 見 者 

警 察 署 

消 防 本 部 

防 災 関 係 機 関 

佐賀地方気象台 

県（消防防災課） 
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79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 林野火災発生等の情報の収集・伝達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 大規模火災発生等の情報の収集・伝達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 鉄道災害発生の情報の収集・伝達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 職員への情報伝達 

災害が発生したことを覚知した場合の職員の情報伝達は、次のとおりとする。情報伝達は迅速かつ的確に

行うこととし、伝達経路上で連絡に支障が発生した場合には、速やかに経路上位者に連絡し、市長まで遅滞

なく情報伝達を行うものとする。 

５ 林野火災発生等の情報の収集・伝達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 大規模火災発生等の情報の収集・伝達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 鉄道災害発生の情報の収集・伝達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 職員への情報伝達 

災害が発生したことを覚知した場合の職員への情報伝達は、次のとおりとする。情報伝達は迅速かつ的確

に行うこととし、伝達経路上で連絡に支障が発生した場合には、速やかに経路上位者に連絡し、市長まで遅

滞なく情報伝達を行うものとする。 

鳥 栖 市 

火 災 発 見 者 

警 察 署 

消 防 本 部 

県 

（危機管理防災課） 

市民等 広 報 

防 災 関 係 機 関 

必要に応じて連絡 

鳥 栖 市 

火 災 発 見 者 

警 察 署 

消 防 本 部 

県 

（危機管理防災課） 

佐賀森林管理署 

東部農林事務所 

防 災 関 係 機 関 

市民等 広 報 

鳥 栖 市 

発 見 者 

鉄 道 事 業 者 

(自己の運行す

る列車に限る） 

九 州 運 輸 局 

警 察 署 

国 道 交 通 省 

消 防 本 部 

県（危機管理防災課） 防 災 関 係 機 関 

鳥 栖 市 

火 災 発 見 者 

警 察 署 

消 防 本 部 

県（消防防災課） 

市民等 広 報 

防 災 関 係 機 関 

必要に応じて連絡 

鳥 栖 市 

火 災 発 見 者 

警 察 署 

消 防 本 部 

県（消防防災課） 

佐賀森林管理署 

東部農林事務所 

防 災 関 係 機 関 

市民等 広 報 

鳥 栖 市 

発 見 者 

鉄 道 事 業 者 

(自己の運行す

る列車に限る） 

九 州 運 輸 局 

警 察 署 

国 道 交 通 省 

消 防 本 部 

県 （ 消 防 防 災 課 ） 防 災 関 係 機 関 
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80 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 防災配備体制 

第１節 防災配備体制設置基準 

第１ 配備の基準 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 防災配備体制 

第１節 防災配備体制設置基準 

第１ 配備の基準 （略） 

総 務 部 長 

市長・副市長 

●災害発生 

風水害、地震により被害が発生 

大規模火災、鉄道災害、原子力災害等が発生 

◇想定される通報者 

消防本部、警察署、県、施設管理者、地域住民、職員等 

●災害対策本部の設置が必要 

災害対策本部設置のため登庁を要請 

●災害警戒本部の設置が必要 

災害警戒本部を設置することを報告 

災害の規模により必要な体制を判断 

●災害対策本部の設置が必要 

登庁及び市長・副市長の登庁要請を依頼 

●災害警戒本部の設置が必要 

災害警戒本部設置のため登庁を要請 

●災害情報連絡室の場合は、設置の報告 

各 部 長 

配備する職員 

●災害対策本部設置 

全職員 

●災害警戒本部設置 

第一配備体制の職員 

警戒配備体制の職員 

●災害情報連絡室 

警戒配備体制の職員 
職員招集 

関 係 課 長 
状況把握等の指示 

関 係 課 員 

課員招集の指示

等 

課員招集 

 
総務課防災係 

総 務 課 長 

※休日等 

当 直 職 員 

総 務 部 長 

市長・副市長 

●災害発生 

風水害、地震により被害が発生 

大規模火災、鉄道災害、原子力災害等が発生 

◇想定される通報者 

消防本部、警察署、県、施設管理者、地域住民、職員等 

●災害対策本部の設置が必要 

災害対策本部設置のため登庁を要請 

●災害警戒本部の設置が必要 

災害警戒本部を設置することを報告 

災害の規模により必要な体制を判断 

●災害対策本部の設置が必要 

登庁及び市長・副市長の登庁要請を依頼 

●災害警戒本部の設置が必要 

災害警戒本部設置のため登庁を要請 

●災害情報連絡室の場合は、設置の報告 

各 部 長 

配備する職員 

●災害対策本部設置 

全職員 

●災害警戒本部設置 

第一配備体制の職員 

警戒配備体制の職員 

●災害情報連絡室 

警戒配備体制の職員 
職員招集 

関 係 課 長 
状況把握等の指示 

関 係 課 員 

課員招集の指示

等 

課員招集 

 
総務課庶務防災係 

総 務 課 長 

※休日等 

当 直 職 員 
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81 

82 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

85 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 配備体制設置基準 （略） 

【風水害の場合】～【地震の場合】 （略） 

【原子力災害の場合】 

配備名 設置基準 主な活動 配備職員 

災
害
警
戒
本
部 

第
１
配
備
体
制 

●県から施設敷地緊急事態発生の連絡を受け

た場合で、総務部長（不在の時は総務部次長）

が必要と認める場合 

●その他原子力災害に関し、総務部長（不在の

時は総務部次長）が必要と認める場合 

●情報収集 

●住民への広報 

●県の指示による緊

急時モニタリング 

●避難の勧告・指示等

の対象となった地

域の住民の受入れ

のための避難所の

設置、避難者の誘導

等 

各課職員 

警戒配備要員 

第１配備要員 

災
害
対
策
本
部 

第
２
配
備
体
制 

●原子力緊急事態宣言が発出された場合で、市

長（不在の時は副市長）が必要と認める場合 

●その他原子力災害に関し、市長（不在の時は

副市長）が必要と認める場合 

●災害応急対策に関

する活動 

全職員 

≪緊急事態区分の概要≫～【鉄道災害の場合】 （略） 

 

第２ 非常時の参集・招集方法 

１ 防災配備体制の周知徹底  （略） 

【防災配備体制周知カード】 

（表）          私は、（○○配備体制 第○直）です。 

災害情報連絡室設置基準 

・ 大雨、洪水、暴風警報発令時 

・ 震度４（３．５以上４．５未満）地震発生時 

※ 警戒配備体制の職員は、招集される心構えをしておいてください。 

災害警戒本部設置基準 

・ 警報発令時で局地的な災害が発生 

・ 震度５弱（４．５以上５．０未満）～５強（５．０以上５．５未満）の地震発生 

※ 警戒配備体制の職員は、自主参集のこと。 

※ 第一配備体制の職員は、招集される心構えをしてください。 

災害対策本部設置基準 

・ 大規模災害発生時 

・ 震度６弱（５．５以上）以上の地震発生時 

※ 全職員は、自主参集すること。 

 

非常時連絡先 総務課 庶務防災係 ℡８５－３５０６ 

 

２～３  （略） 

第２節 災害情報連絡室 

１ 配備 

災害情報連絡室長（総務課長をもって充て、不在の場合は総務課長補佐）は、災害情報連絡室（総務課内

又は市役所２階第１会議室）を設置した場合、その旨を総務部長に報告するとともに、各部・課長等へ連絡

１ 配備体制設置基準 

【風水害の場合】～【地震の場合】 （略） 

【原子力災害の場合】 

配備名 設置基準 主な活動 配備職員 

災
害
警
戒
本
部 

第
１
配
備
体
制 

●県から施設敷地緊急事態発生の連絡を受け

た場合で、総務部長（不在の時は総務部次長）

が必要と認める場合 

●その他原子力災害に関し、総務部長（不在の

時は総務部次長）が必要と認める場合 

●情報収集 

●住民への広報 

●県の指示による緊

急時モニタリング 

●避難指示等の対象

となった地域の住

民の受入れのため

の避難所の設置、避

難者の誘導等 

各課職員 

警戒配備要員 

第１配備要員 

災
害
対
策
本
部 

第
２
配
備
体
制 

●原子力緊急事態宣言が発出された場合で、市

長（不在の時は副市長）が必要と認める場合 

●その他原子力災害に関し、市長（不在の時は

副市長）が必要と認める場合 

●災害応急対策に関

する活動 

全職員 

≪緊急事態区分の概要≫～【鉄道災害の場合】 （略） 

 

第２ 非常時の参集・招集方法 

１ 防災配備体制の周知徹底  （略） 

【防災配備体制周知カード】 

（表）          私は、（○○配備体制 第○直）です。 

災害情報連絡室設置基準 

・ 大雨、洪水、暴風警報発令時 

・ 震度４（３．５以上４．５未満）地震発生時 

※ 警戒配備体制の職員は、招集される心構えをしておいてください。 

災害警戒本部設置基準 

・ 警報発令時で局地的な災害が発生 

・ 震度５弱（４．５以上５．０未満）～５強（５．０以上５．５未満）の地震発生 

※ 警戒配備体制の職員は、自主参集のこと。 

※ 第一配備体制の職員は、招集される心構えをしてください。 

災害対策本部設置基準 

・ 大規模災害発生時 

・ 震度６弱（５．５以上）以上の地震発生時 

※ 全職員は、自主参集すること。 

 

非常時連絡先 総務課 防災係 ℡８５－３５０６ 

 

２～３  （略） 

第２節 災害情報連絡室 

１ 配備 

災害情報連絡室長（総務課長をもって充て、不在の場合は総務課長補佐）は、災害情報連絡室（総務課内

又は市役所２階第１会議室）を設置した場合、その旨を総務部長に報告するとともに、各部・課長等へ連絡
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87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

連絡を受けた関係課長は、災害の状況に応じて担当職員を招集し対応するものとするが、対応に要する人

員が不足する場合には、災害情報連絡室長に応援を要請する。 

警戒配備体制（第１直・第２直・第３直）の招集は、災害の状況や関係各課からの応援要請の状況等を踏

まえ、災害情報連絡室長が判断するものとする。 

なお、災害に関する情報を市ホームページ等で発信する必要がある場合は、災害情報連絡室長は情報管理

課長へ職員の応援を要請する。 

 

２ （略） 

 

３ 配備要員 

（１）風水害の場合  （略） 

総 務 部 総務課 

企 画 政 策 部 情報管理課 

健康福祉みらい部 社会福祉課 

市 民 環 境 部 市民協働推進課 

産 業 経 済 部 農林課、建設課、国道・交通対策課 

教育委員会事務局 教育総務課 

 

 

（２）地震の場合 

災害の状況に応じて、自主避難者の受入れや所管する施設の点検・パトロール等を行う関係課は、次の

とおりとする。 

総 務 部 総務課、契約管財課 

企 画 政 策 部 情報管理課 

健康福祉みらい部 社会福祉課、こども育成課、文化芸術振興課、スポーツ振興課 

市 民 環 境 部 市民協働推進課、市民課、国保年金課、環境対策課 

産 業 経 済 部 商工振興課、農林課、建設課、国道・交通対策課 

教育委員会事務局 教育総務課、学校教育課、生涯学習課 

上 下 水 道 局 事業課 

 

 

 

（３） （略） 

 

４ （略） 

 

 

 

 

 

 

第３節 災害警戒本部 

 

１ 配備 

災害警戒本部長（総務部長をもって充て、不在の場合は総務部次長）は、災害警戒本部（市役所２階第１

する。 

連絡を受けた関係課長は、災害の状況に応じて担当職員を招集し対応するものとするが、対応に要する人

員が不足する場合には、災害情報連絡室長に応援を要請する。 

警戒配備体制（第１直・第２直・第３直）の招集は、災害の状況や関係各課からの応援要請の状況等を踏

まえ、災害情報連絡室長が判断するものとする。 

なお、災害に関する情報を市ホームページ等で発信する必要がある場合は、災害情報連絡室長は情報政策

課長へ職員の応援を要請する。 

 

２ （略） 

 

３ 配備要員 

（１）風水害の場合  （略） 

総 務 部 総務課 

企画政策部 情報政策課 

健康福祉みらい部 地域福祉課、高齢障害福祉課 

市民環境部 市民協働推進課 

経 済 部 農林課 

建 設 部 建設課、維持管理課、国道・交通対策課 

教育委員会事務局 教育総務課 

 

（２）地震の場合 

災害の状況に応じて、担当職員を招集し自主避難者の受入れや所管する施設の点検・パトロール等を行

う関係課は、次のとおりとする。 

総 務 部 総務課 

企画政策部 情報政策課 

健康福祉みらい部 地域福祉課、高齢障害福祉課、こども育成課 

スポーツ文化部 スポーツ振興課、文化芸術振興課 

市民環境部 市民協働推進課、市民課、国保年金課、環境対策課 

経 済 部 商工振興課、農林課 

建 設 部 建設課、維持管理課、都市計画課、国道・交通対策課 

教育委員会事務局 教育総務課、学校教育課、学校給食課、生涯学習課 

上下水道局 事業課 

 

（３） （略） 

 

４ （略） 

 

 

 

 

 

 

第３節 災害警戒本部 

 

１ 配備 

災害警戒本部長（総務部長をもって充て、不在の場合は総務部次長）は、災害警戒本部（市役所２階第１
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会議室）を設置した場合、その旨を市長に報告する。また、総務課長は、配備要員及び防災関係機関へその

旨を連絡する。 

主な配備要員は、各部の部長、次長及び各部の主管課長、災害対応を行う各課長及び担当職員とする。連

絡を受けた職員は、直ちに出勤し、総務課長にその旨を報告する。また、総務課長は出勤者名簿を作成する。 

配備要員は、それぞれが所管する業務に応じて災害対応を行うものとする。また、対応に要する人員が不

足する場合には、災害警戒本部長に応援を要請する。 

警戒配備体制（第１直・第２直・第３直）、第１配備体制（第１直・第２直・第３直）の招集は、災害の状

況や関係各課からの応援要請の状況等を踏まえ、災害警戒本部長が判断する。 

 

２ （略） 

 

３ 配備要員 

（１）風水害、地震の場合 

災害の状況に応じて、情報の収集伝達、巡視等の警戒活動等を行う関係課は、次のとおりとする。 

総 務 部 総務課、契約管財課 

企 画 政 策 部 情報管理課 

健康福祉みらい部 社会福祉課、こども育成課、文化芸術振興課、スポーツ振興課 

市 民 環 境 部 市民協働推進課、市民課、国保年金課、環境対策課 

産 業 経 済 部 商工振興課、農林課、建設課、国道・交通対策課 

教育委員会事務局 教育総務課、学校教育課、生涯学習課 

上 下 水 道 局 管理課、事業課 

 

 

 

（２）原子力災害の場合 

災害の状況に応じて、避難者の受入れ等のために対応する関係課は、次のとおりとする。 

また、避難所までの誘導については、必要に応じて警戒配備体制及び第１配備体制を招集して対応する

ものとする。 

総 務 部 総務課 

企 画 政 策 部 情報管理課 

健康福祉みらい部 社会福祉課、こども育成課、文化芸術振興課、スポーツ振興課 

市 民 環 境 部 市民協働推進課、市民課、国保年金課 

教育委員会事務局 教育総務課、学校教育課、生涯学習課 

 

 

（３）（略） 

 

４～５ （略） 

 

 

 

 

第４節 災害対策本部 

 

１ 設置場所 

次の場所に災害対策本部及び現地災害対策本部を設置する。 

会議室）を設置した場合、その旨を市長に報告する。また、総務課長は、配備要員及び防災関係機関へその

旨を連絡する。 

主な配備要員は、各部の部長、次長及び各部の主管課長、災害対応を行う各課長及び担当職員とする。連

絡を受けた職員は、直ちに出勤し、総務課長にその旨を報告する。また、総務課長は出勤者名簿を作成する。 

配備要員は、それぞれが所管する業務に応じて災害対応を行うものとする。また、対応に要する人員が不

足する場合には、災害警戒本部長に応援を要請する。 

警戒配備体制（第１直・第２直・第３直）、第１配備体制（第１直・第２直）の招集は、災害の状況や関係

各課からの応援要請の状況等を踏まえ、災害警戒本部長が判断する。 

 

２ （略） 

 

３ 配備要員 

（１）風水害、地震の場合 

災害の状況に応じて、情報の収集伝達、巡視等の警戒活動等を行う関係課は、次のとおりとする。 

総 務 部 総務課 

企画政策部 情報政策課 

健康福祉みらい部 地域福祉課、高齢障害福祉課、こども育成課 

スポーツ文化部 スポーツ振興課、文化芸術振興課 

市民環境部 市民協働推進課、市民課、国保年金課、環境対策課 

経 済 部 商工振興課、農林課 

建 設 部 建設課、維持管理課、都市計画課、国道・交通対策課 

教育委員会事務局 教育総務課、学校教育課、学校給食課、生涯学習課 

上下水道局 管理課、事業課 

 

（２）原子力災害の場合 

災害の状況に応じて、避難者の受入れ等のために対応する関係課は、次のとおりとする。 

また、避難所までの誘導については、必要に応じて警戒配備体制及び第１配備体制を招集して対応する

ものとする。 

総 務 部 総務課 

企画政策部 情報政策課 

健康福祉みらい部 地域福祉課、高齢障害福祉課、こども育成課 

市民環境部 市民協働推進課、市民課、国保年金課、環境対策課 

教育委員会事務局 教育総務課、学校教育課、生涯学習課 

 

 

（３）（略） 

 

４～５ （略） 

 

 

 

 

第４節 災害対策本部 

 

１ 設置場所 

次の場所に災害対策本部及び現地災害対策本部を設置する。 
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拠点名 設置場所 役  割 

災 害 対 策 本 部 ○ 市役所「２階第２会議室」とする。

使用出来ない場合は「３階大会議室」

とする。 

○ 市役所本庁舎が被災したときは、市

役所南別館２階会議室に設置する。南

別館も使用できない場合は、他の公共

施設等で使用できる施設を確保する。 

災害対策全体の活動拠点 

現地災害対策本部 災害現地に近い公共施設 ○ 災害現地での指揮所 

○ 関係機関との連絡調整の拠点 

 

２ （略） 

 

３ 設置又は廃止の通知 

災害対策本部を設置又は廃止した場合は、総務部長は直ちに次の関係機関に電話、その他適当な手段によ

り通知する。 

また、設置の通知においては、必要に応じて関係機関へ本部連絡員の派遣を要請する。 

【報告・通知・公表先等】 

報告・通知・公表先 担当者 報告・通知・公表の方法 

市の庁内各部局・課・室等 総務課長 庁内放送・庁内電話・口頭・携帯電話・メール・

その他 

市の庁外施設 各所管課長 市防災無線・ＦＡＸ・電話・口頭・メール・ 

その他 

消防本部、消防団、警察署、 

県（消防防災課）、県の現地機関、 

近隣市町、指定地方行政機関、 

指定地方公共機関、公共機関、 

公共的団体、防災上重要な施設の

管理者 

総務課長 県防災行政無線・ＦＡＸ・電話・口頭・メール・

その他 

報道機関 ＦＡＸ・電話・口頭・文書他 

市民 広報車・報道機関・区長経由・口頭・ 

はっぴとすビジョン・ドリームスＦＭ・その他 

 

 

※ 各機関の電話番号については、資料編「防災関係機関連絡先」を参照。 

 

４ （略） 

 

５ 組織・運営 

災害対策本部の組織及び運営は、鳥栖市災害対策本部条例に基づき、次のとおりとする。 

 

 

（１）組織 

① 災害対策本部の組織図 

 

 

拠点名 設置場所 役  割 

災 害 対 策 本 部 ○ 市役所「特別会議室」とする。使用

出来ない場合は「２階第２会議室」「３

階大会議室」とする。 

○ 市役所本庁舎が被災したときは、市

役所南別館２階会議室に設置する。南

別館も使用できない場合は、他の公共

施設等で使用できる施設を確保する。 

災害対策全体の活動拠点 

現地災害対策本部 災害現地に近い公共施設 ○ 災害現地での指揮所 

○ 関係機関との連絡調整の拠点 

 

２ （略） 

 

３ 設置又は廃止の通知 

災害対策本部を設置又は廃止した場合は、総務部長は直ちに次の関係機関に電話、その他適当な手段によ

り通知する。 

また、設置の通知においては、必要に応じて関係機関へ本部連絡員の派遣を要請する。 

【報告・通知・公表先等】 

報告・通知・公表先 担当者 報告・通知・公表の方法 

市の庁内各部局・課・室等 総務課長 庁内放送・庁内電話・口頭・携帯電話・メール・

その他 

市の庁外施設 各所管課長 市防災無線・ＦＡＸ・電話・口頭・メール・ 

その他 

消防本部、消防団、警察署、 

県（危機管理防災課）、県の現地機

関、近隣市町、指定地方行政機関、 

指定地方公共機関、公共機関、 

公共的団体、防災上重要な施設の

管理者 

総務課長 県防災行政無線・ＦＡＸ・電話・口頭・メール・

その他 

報道機関 ＦＡＸ・電話・口頭・Lアラート・文書・その他 

市民 広報車・報道機関・区長経由・口頭・市ﾎｰﾑﾍﾟｰ

ｼﾞ・SNS（ﾂｲｯﾀｰ、ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、ﾗｲﾝ）・緊急速報ﾒｰ

ﾙ・防災無線・防災ﾗｼﾞｵ・テレビ局のｄﾎﾞﾀﾝ・そ

の他 

※ 各機関の電話番号については、資料編「防災関係機関連絡先」を参照。 

 

４ （略） 

 

５ 組織・運営 

災害対策本部の組織及び運営は、鳥栖市災害対策本部条例に基づき、次のとおりとする。 

 

 

（１）組織 

① 災害対策本部の組織図 
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※ ●部 長 

○副部長 

本部長 市 長 

副本部長 副市長 

本部付 教育長 

本部長・副本部長・本部付・各

部長、その他本部長が必要と

認める者 

【事務局】総務班 

本部会議 

●
健
康
福
祉
み
ら
い
部
長 

○
健
康
福
祉
み
ら
い
部
次
長 

健康福祉 

みらい部 

健
康
福
祉
み
ら
い
部
各
班 

●
消
防
団
長 

○
消
防
団
副
団
長 

消防団 

各
分
団
班 

●
上
下
水
道
局
長 

○
上
下
水
道
局
次
長 

上 下 

水道局 

上
下
水
道
班 

●
教
育
次
長 

 

教育委員会 

事 務 局 

教
育
委
員
会
事
務
局
各
班 

●
産
業
経
済
部
長 

○
産
業
経
済
部
次
長 

産 業 

経済部 

産
業
経
済
部
各
班 

●
市
民
環
境
部
長 

○
市
民
環
境
部
次
長 

市 民 

環境部 

市
民
環
境
部
各
班 

●
企
画
政
策
部
長 

○
企
画
政
策
部
次
長 

企 画 

政策部 

企
画
政
策
部
各
班 

総務部 

●
総
務
部
長 

○
総
務
部
次
長 

総
務
部
各
班 

※ ●部 長 

○副部長 

市 長 本部長 

副本部長 副市長 

本部付 教育長 

総務部 

●
総
務
部
長 

○
総
務
部
次
長 

企 画 

政策部 

●
企
画
政
策
部
長 

○
企
画
政
策
部
次
長 

健康福祉

みらい部 

●
健
康
福
祉
み
ら
い
部
長 

○
健
康
福
祉
み
ら
い
部
次
長 

市民 

環境部 

●
市
民
環
境
部
長 

○
市
民
環
境
部
次
長 

経済部 

●
経
済
部
長 

○
経
済
部
次
長 

経
済
部
各
班 

教
育
委
員
会
事
務
局
各
班 

教育委員

会事務局 

●
教
育
部
長 

○
教
育
部
次
長 

各
分
団
班 

消防団 

●
消
防
団
長 

○
消
防
団
副
団
長 

本部会議 

本部長・副本部長・本部

付・各部長、その他本部

長が必要と認める者 

【事務局】総務班 

 

ｽﾎﾟｰﾂ 

文化部 

 
●
ス
ポ
ー
ツ
文
化
部
長 

○
ス
ポ
ー
ツ
文
化
部
次
長 

市
民
環
境
部
各
班 

ス
ポ
ー
ツ
文
化
部
各
班 

健
康
福
祉
み
ら
い
部
各
班 

企
画
政
策
部
各
班 

総
務
部
各
班 

建設部 

●
建
設
部
長 

○
建
設
部
次
長 

建
設
部
各
班 

部
部
各
班 

上下 

水道局 

 
●
上
下
水
道
局
長 

○
上
下
水
道
局
次
長 

上
下
水
道
局
各
班 
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② 災害対策本部の任務 

職  名 

（平常時職名） 
主な任務 

本部長 

（市 長） 

○ 本部会議の議長となること 

○ 避難の勧告・指示、警戒区域の指定を行うこと 

○ 国、自衛隊、県、防災関係機関、他自治体、市民・事業所・団体への支

援協力要請を行うこと 

○ その他災害対策本部が行う応急・復旧対策実施上の重要事項について基

本方針を決定すること 

○ 災害対策本部の事務を統括し、災害対策本部の職員を指揮監督するこ 

 と 

副本部長 

（副市長） 

○ 本部長が不在若しくは事故あるとき、本部長の職務を代理すること 

○ 本部長が適時休養、睡眠がとれるよう本部長の交替要員となること 

○ 部間の調整に関すること 

本部付 

（教育長） 

○ 本部会議の構成員として、本部長を補佐すること 

部長 

（各部局長） 

（消防団長） 

○ 担当部の職員を指揮監督すること 

○ 本部会議の構成員として、本部長を補佐すること 

○ 本部長、副本部長が不在若しくは事故あるとき、本部長、副本部長の職

務を代理すること 

 

※ 本部長の代理を行う順位は、次のとおりとする。 

①総務部長、②企画政策部長、③健康福祉みらい部長 

 

③～④ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 災害対策本部の任務 

職  名 

（平常時職名） 
主な任務 

本部長 

（市 長） 

○ 本部会議の議長となること 

○ 避難指示等の避難情報、警戒区域の指定を行うこと 

○ 国、自衛隊、県、防災関係機関、他自治体、市民・事業所・団体への支

援協力要請を行うこと 

○ その他災害対策本部が行う応急・復旧対策実施上の重要事項について基

本方針を決定すること 

○ 災害対策本部の事務を統括し、災害対策本部の職員を指揮監督するこ 

 と 

副本部長 

（副市長） 

○ 本部長が不在若しくは事故あるとき、本部長の職務を代理すること 

○ 本部長が適時休養、睡眠がとれるよう本部長の交替要員となること 

○ 部間の調整に関すること 

本部付 

（教育長） 

○ 本部会議の構成員として、本部長を補佐すること 

部長 

（各部局長） 

（消防団長） 

○ 担当部の職員を指揮監督すること 

○ 本部会議の構成員として、本部長を補佐すること 

○ 本部長、副本部長が不在若しくは事故あるとき、本部長、副本部長の職

務を代理すること 

 

※ 本部長の代理を行う順位は、次のとおりとする。 

①総務部長、②企画政策部長、③健康福祉みらい部長 

 

③～④ （略） 
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⑤ 災害対策本部所掌事務 

 
班 名 ◎班長 

班員 
所  掌  事  務 

総 

務 

部 

総務班 

◎総務課長 

総務課員 

選管事務局員 

○ 災害対策全般の調整 

○ 地震・気象情報の収集 

○ 災害対策本部の設置及び廃止 

○ 市全体の情報総括 

○ 本部会議の庶務 

○ 防災関係機関との連絡及び協力要請 

○ 被害の調査報告のとりまとめ 

○ 県その他関係機関に対する被害報告 

○ 職員の安否確認 

○ 職員の非常招集・動員・配置 

○ 職員の食料、飲料水、必需品の配給 

○ 災害時の通信手段整備 

○ 避難の勧告・指示及び伝達等 

○ 自衛隊、県・他市町村、防災関係機関への応援要請 

○ り災証明の発行（火災は除く） 

○ 災害救助法の適用 

○ 本部長及び副本部長の秘書 

○ 総務部のとりまとめ 

財政班 

◎財政課長 

財政課員 

○ 災害対策に必要な経費の予算措置 

○ 他の班の所掌事務に属さないこと 

出納班 

◎出納室長 

出納室員 

○ 災害対策本部の出納 

○ 義援金及び見舞金の受付、保管、出納 

○ 他の班の所掌事務に属さないこと 

支援班 

◎契約管財課長 

監査委員事務局長 

議会事務局長 

契約管財課員 

監査委員事務局員 

議会事務局員 

○ 市庁舎の被害調査及び応急対策 

○ 関係団体、業者等への食料品、必需品、資材の調達要請 

○ 応急食料、その他の生活必需品の調達 

○ 応急資機材の調達 

○ 公用車の管理 

○ 輸送車両の確保 

企
画
政
策
部 

応援受入班 

◎総合政策課長 

総合政策課員 

○ 応援隊の受入れ 

○ 企画政策部のとりまとめ 

救助班 

◎まちづくり推進課長 

まちづくり推進課員 

○救助活動 

○帰宅困難者対策 

広報班 

◎情報管理課長 

情報管理課員 

○ 災害・被害情報、応急対策活動の住民・報道機関への広報 

○ 災害広報誌の作成 

○ 災害写真等災害記録の収集 

 

 

 

⑤ 災害対策本部所掌事務 

 
班 名 ◎班長 

班員 
所  掌  事  務 

総 

務 

部 

総務班 

◎総務課長 

 庁舎建設課長 

総務課員 

選管事務局員 

庁舎建設課員 

○ 災害対策全般の調整 

○ 地震・気象情報の収集 

○ 災害対策本部の設置及び廃止 

○ 市全体の情報総括 

○ 本部会議の庶務 

○ 防災関係機関との連絡及び協力要請 

○ 被害の調査報告のとりまとめ 

○ 県その他関係機関に対する被害報告 

○ 職員の安否確認 

○ 職員の非常招集・動員・配置 

○ 職員の食料、飲料水、必需品の配給 

○ 災害時の通信手段整備 

○ 避難指示等の避難情報の発令及び伝達等 

○ 自衛隊、県・他市町村、防災関係機関への応援要請 

○ 罹災証明の発行（火災は除く） 

○ 災害救助法の適用 

○ 本部長及び副本部長の秘書 

○ 市庁舎の被害調査及び応急対策 

○ 公用車の管理 

○ 輸送車両の確保 

○ 総務部のとりまとめ 

財政班 

◎財政課長 

財政課員 

○ 災害対策に必要な経費の予算措置 

○ 他の班の所掌事務に属さないこと 

出納班 

◎出納室長 

出納室員 

○ 災害対策本部の出納 

○ 義援金及び見舞金の受付、保管、出納 

○ 他の班の所掌事務に属さないこと 

支援班 

◎契約検査課長 

監査委員事務局長 

議会事務局長 

契約検査課員 

監査委員事務局員 

議会事務局員 

○ 関係団体、業者等への食料品、必需品、資材の調達要請 

○ 応急食料、その他の生活必需品の調達 

○ 応急資機材の調達 

○ 他の班の所掌事務に属さないこと 

企
画
政
策
部 

応援受入班 

◎総合政策課長 

総合政策課員 

○ 応援隊の受入れ 

○ 他の班の所掌事務に属さないこと 

広報班 

◎情報政策課長 

情報政策課員 

○ 災害・被害情報、応急対策活動の住民・報道機関への広報 

○ 災害広報誌の作成 

○ 災害写真等災害記録の収集 
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班 名 ◎班長 

班員 
所  掌  事  務 

健
康
福
祉
み
ら
い
部 

福祉班 

◎社会福祉課長 

社会福祉課員 

○ 福祉施設の被害調査及び応急対策 

○ り災者・世帯名簿台帳の作成 

○ 災害救助法による救助の実施 

○ ボランティアセンターの設置・運営 

○ ボランティアの受入れ 

○ 社会福祉協議会、介助支援団体との連絡調整 

○ 要配慮者、避難行動要支援者の安全確保、安否確認、支援 

○ 救援物資の管理・支給 

○ 福祉避難所の開設・運営 

○ 健康福祉みらい部のとりまとめ 

こども班 

◎こども育成課長 

こども育成課員 

○ 保育園等の被害調査及び応急対策 

○ 災害対策本部・ボランティア等への炊き出し 

○ 応急保育 

○ 乳幼児の保護 

○ 福祉班の支援 

健康班 

◎健康増進課長 

健康増進課員 

○ 所管施設の被害調査及び応急対策 

○ 救護所の設置 

○ 医療班の編成 

○ 医薬品、医療機器の確保 

○ 後方医療体制の確保 

○ 医療機関、医師会との連絡 

○ 日赤その他医療機関への協力要請 

○ 医療ボランティアの受入れ 

○ 応急手当、妊産婦の保護 

○ 医療救護協力及び助産 

○ 医療巡回 

○ 心のケア対策 

○ 感染症対策 

○ 医療機関の被害調査 

○ 防疫 

収容第１班 

◎スポーツ振興課長 

文化芸術振興課長 

スポーツ振興課員 

文化芸術振興課員 

○ 所管施設の被害調査及び応急対策 

○ 避難誘導 

○ 避難所の開設・運営 

市
民
環
境
部 

市民第１班 

◎市民協働推進課長 

市民協働推進課員 

○ 所管施設の被害調査及び応急対策 

○ 市民相談窓口の設置 

○ 避難所の開設・運営 

○ 避難場所のとりまとめ 

○ 外国人の安全確保、安否確認、支援 

○ 市民環境部のとりまとめ 

 

 

 
班 名 ◎班長 

班員 
所  掌  事  務 

 

健

康

福

祉

み

ら

い

部 

福祉班 

◎地域福祉課長 

 高齢障害福祉課長 

地域福祉課員 

高齢障害福祉課員 

○ 福祉施設の被害調査及び応急対策 

○ 罹災者・世帯名簿台帳の作成 

○ 災害救助法による救助の実施 

○ ボランティアセンターの設置・運営 

○ ボランティアの受入れ 

○ 社会福祉協議会、介助支援団体との連絡調整 

○ 要配慮者、避難行動要支援者の安全確保、安否確認、支援 

○ 救援物資の管理・支給 

○ 福祉避難所の開設・運営 

○ 健康福祉みらい部のとりまとめ 

こども班 

◎こども育成課長 

こども育成課員 

○ 保育園等の被害調査及び応急対策 

○ 災害対策本部・ボランティア等への炊き出し 

○ 応急保育 

○ 乳幼児の保護 

○ 福祉班の支援 

健康班 

◎健康増進課長 

健康増進課員 

○ 所管施設の被害調査及び応急対策 

○ 救護所の設置 

○ 医療班の編成 

○ 医薬品、医療機器の確保 

○ 後方医療体制の確保 

○ 医療機関、医師会との連絡 

○ 日赤その他医療機関の協力要請 

○ 医療ボランティアの受入れ 

○ 応急手当、妊産婦の保護 

○ 医療救護協力及び助産 

○ 医療巡回 

○ 心のケア対策 

○ 感染症対策 

○ 医療機関の被害調査 

○ 防疫 

 
ス
ポ
ー
ツ
文
化
部 

収容第１班 

◎スポーツ振興課長 

 国ｽﾎﾟ・全障ｽﾎﾟ推進課長 

文化芸術振興課長 

スポーツ振興課員

国ｽﾎﾟ・全障ｽﾎﾟ推進課員 

文化芸術振興課員 

○ 所管施設の被害調査及び応急対策 

○ 避難誘導 

○ 避難所の開設・運営 

 

市
民
環
境
部 

 
 
 
 
 
 

市民第１班 

◎市民協働推進課長 

市民協働推進課員 

○ 所管施設の被害調査及び応急対策 

○ 市民相談窓口の設置 

○ 避難所の開設・運営 

○ 避難場所のとりまとめ 

○ 外国人の安全確保、安否確認、支援 

○ 市民環境部の取りまとめ 



- 63 - 

項 現行 修正後 備考 

 

98 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
班 名 ◎班長 

班員 
所  掌  事  務 

市
民
環
境
部 

市民第２班 

◎市民課長 

市民課員 

○ 行方不明者のリスト作成 

○ 埋火葬許可・計画 

○ 避難所の開設・運営の支援 

市民第３班 

◎国保年金課長 

国保年金課員 

○ 市民相談窓口の支援 

○ 避難所の開設・運営の支援 

税務班 

◎税務課長 

税務課員 

○ 土地家屋の被害調査（他の班等への資料提供含む） 

○ 被災者等の搬送、物資の輸送 

○ 職員の輸送 

環境班 

◎環境対策課長 

環境対策課員 

○ 所管施設の被害調査及び応急対策 

○ 遺体の一時安置・所有物の保管 

○ 納棺用資機材の確保 

○ 身元不明遺体の埋火葬 

○ 清掃に関する広報 

○ 災害廃棄物の処理計画 

○ 生活廃棄物の収集及び処理 

○ 災害廃棄物の収集及び処理 

○ し尿処理 

○ 仮設トイレの設置と管理 

○ 防疫 

○ 危険物等流出災害の調査及び応急対策 

産
業
経
済
部 

商工班 

◎商工振興課長 

商工振興課員 

○ 所管施設の被害調査と応急対策 

○ 商工観光関係の被害調査と応急対策 

○ 産業経済部のとりまとめ 

農林班 

◎農林課長 

農林課員 

農業委員会事務局員 

○ 所管施設の被害調査と応急対策 

○ 農林関係の被害調査及び応急対策 

○ 農林関係災害危険箇所の巡視、避難指示 

○ 河内ダムの管理 

建設第１班 

◎建設課長 

建設課員 

○ 道路、橋梁、公園等の被害調査及び応急対策 

○ 市営住宅の被害調査及び応急対策 

○ 建設・土木業者、資機材の確保 

○ 応急仮設住宅等の建設及び管理 

○ 仮設及び市営住宅、県営住宅の入居募集 

○ 土砂災害危険箇所及び水防箇所等の巡視、避難指示 

○ 障害物の除去及び一次保管 

○ 交通遮断箇所並びに迂回路の公示 

○ 緊急輸送道路の警戒啓開 

○ 被災建物の危険度判定 

○ 被災建物の応急解体、撤去 

○ 被災建物の応急修理 

 

 

 

 

 
班 名 ◎班長 

班員 
所  掌  事  務 

 

市

民

環

境

部 

市民第２班 

◎市民課長 

市民課員 

○ 行方不明者のリスト作成 

○ 埋火葬許可・計画 

○ 避難所の開設・運営の支援 

市民第３班 

◎国保年金課長 

国保年金課員 

○ 市民相談窓口の支援 

○ 避難所の開設・運営の支援 

税務班 

◎税務課長 

税務課員 

○ 土地家屋の被害調査（他の班等への資料提供含む） 

○ 被災者等の搬送、物資の輸送 

○ 職員の輸送 

環境班 

◎環境対策課長 

環境対策課員 

○ 所管施設の被害調査及び応急対策 

○ 遺体の一時安置・所有物の保管 

○ 納棺用資機材の確保 

○ 身元不明遺体の埋火葬 

○ 清掃に関する広報 

○ 災害廃棄物の処理計画 

○ 生活廃棄物の収集及び処理 

○ 災害廃棄物の収集及び処理 

○ し尿処理 

○ 仮設トイレの設置と管理 

○ 防疫 

○ 危険物等流出災害の調査及び応急対策 

 

経
済
部 

商工班 

◎商工振興課長 

商工振興課員 

○ 所管施設の被害調査と応急対策 

○ 商工観光関係の被害調査と対策 

○ 経済部のとりまとめ 

農林班 

◎農林課長 

 農業委員会事務局長 

農林課員 

農業委員会事務局員 

○ 所管施設の被害調査と応急対策 

○ 農林関係の被害調査及び応急対策 

○ 農林関係災害危険箇所の巡視、避難指示 

○ 河内ダムの管理 

建
設
部 

建設第１班 

◎建設課長 

建設課員 

○ 橋梁、河川等の被害調査及び応急対策 

○ 市営住宅の被害調査及び応急対策 

○ 建設・土木業者、資機材の確保 

○ 応急仮設住宅等の建設及び管理 

○ 仮設及び市営住宅、県営住宅の入居募集 

○ 被災建物の危険度判定 

○ 被災建物の応急修理 

○ 建設部のとりまとめ 

建設第２班 

 ◎維持管理課長 

  維持管理課員 

○ 道路の被害調査と応急対応 

○ 土砂災害危険箇所及び水防箇所等の巡視、避難指示 

○ 障害物の除去及び一次保管 

○ 交通遮断箇所並びに迂回路の公示 

○ 緊急輸送道路の警戒啓開 
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班 名 ◎班長 

班員 
所  掌  事  務 

産
業
経
済
部 

建設第２班 

◎国道・交通対策課長 

国道・交通対策課員 

○ 所管施設の被害調査と応急対策 

○ 緊急輸送計画の策定 

○ 交通管制 

○ 臨時ヘリポートの開設 

○ 警察署、交通機関との連絡 

○ 公共交通機関の情報収集と広報 

教
育
委
員
会
事
務
局 

教育総務班 

◎教育総務課長 

教育総務課員 

○ 学校教育施設の被害調査及び応急対策 

○ 機材及び物品の調達 

○ 避難所の開設・運営 

○ 災害対策に必要な経理 

○ 教育部のとりまとめ 

学校教育班 

◎学校教育課長 

学校教育課員 

○ 所管施設等の被害調査及び応急対策 

○ 児童・生徒・教職員の安否確認 

○ 避難所の開設・運営の支援 

○ 応急教育の実施 

○ 児童生徒に対する学用品の支給 

○ 児童生徒の保健衛生 

○ 災害情報の学校への伝達 

収容第２班 

◎生涯学習課長 

生涯学習課員 

学校教育課員 

学校用務員 

学校保健員 

○ 所管施設等の被害調査及び応急対策 

○ 避難誘導 

○ 避難所の開設・運営の支援 

○ 炊き出し 

上
下
水
道
局 

上下水道班 

◎事業課長 

管理課長 

事業課員 

管理課員 

○ 水道施設の被害調査及び応急対策 

○ 水道復旧及び給水対策用機材・物品の調達 

○ 水道工事業者の確保 

○ 水道復旧・給水その他必要事項の住民への広報 

○ 給水計画の策定 

○ 給水所の設置 

○ 給水のための輸送 

○ 水質の保全 

○ 下水道施設の被害状況の調査及び応急対策 

○ 下水道に関する広報 

消 

防 

団 

各分団班 

◎各分団長 

各分団員 

○ 火災、その他災害への警戒・対応 

○ 救急・救助活動 

○ 避難誘導 

○ 危険区域の警戒 

○ 道路規制 

○ 行方不明者の捜索 

 

 
班 名 ◎班長 

班員 
所  掌  事  務 

 

建

設

部 

救助班 

 ◎都市計画課長 

  都市計画課員 

○ 公園の被害調査と応急対策 

○ 救助活動 

○ 帰宅困難者対策 

○ 避難場所の設置・運営 

建設第３班 

◎国道・交通対策課長 

国道・交通対策課員 

○ 所管施設の被害調査と応急対策 

○ 緊急輸送計画の策定 

○ 交通管制 

○ 臨時ヘリポートの開設 

○ 警察署、交通機関との連絡 

○ 公共交通機関の情報収集と広報 

 

教
育
委
員
会
事
務
局 

教育総務班 

◎教育総務課長 

教育総務課員 

○ 学校教育施設の被害調査及び応急対策 

○ 機材及び物品の調達 

○ 避難所の開設・運営 

○ 災害対策に必要な経理 

○ 教育部のとりまとめ 

○ 児童生徒に対する学用品の支給 

○ 児童生徒の保健衛生 

学校教育班 

◎学校教育課長 

学校教育課員 

○ 所管施設等の被害調査及び応急対策 

○ 児童・生徒・教職員の安否確認 

○ 避難所の開設・運営の支援 

○ 応急教育の実施 

○ 災害情報の学校への伝達 

収容第２班 

◎生涯学習課長 

学校給食課長 

生涯学習課員 

学校給食課員 

学校教育課員 

学校用務員 

学校保健員 

○ 所管施設等の被害調査及び応急対策 

○ 避難誘導 

○ 避難所の開設・運営の支援 

○ 炊き出し 

上
下
水
道
局 

上下水道班 

◎事業課長 

管理課長 

事業課員 

管理課員 

○ 水道施設の被害調査及び応急対策 

○ 水道復旧及び給水対策用機材・物品の調達 

○ 水道工事業者及び下水道工事業者の確保 

○ 水道復旧・給水その他必要事項の住民への広報 

○ 給水計画の策定 

○ 給水所の設置 

○ 給水のための輸送 

○ 水質の保全 

○ 下水道施設の被害状況の調査及び応急対策 

○ 下水道に関する広報 
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（２）本部会議の開催 

市長（本部長）は、災害対策本部を設置したときは、速やかに本部会議を開催する。 

本部会議の報告及び協議事項は、概ね次のとおりとする。 

開催場所 市役所２階第２会議室 

主な報告事項 ○ 各部の配備体制 

○ 緊急措置事項 

主な協議事項 ○ 被害状況の把握 

○ 応急対策に関すること 

○ 災害対策本部の配備体制の切替え及び廃止に関すること 

○ 自衛隊、県、他の市町村及び公共機関への応援の要請に関すること 

○ 避難の勧告・指示、警戒区域の指定に関すること 

○ 災害救助法の適用に関すること 

○ 激甚災害の指定に関すること 

○ 市民向け緊急声明の発表に関すること 

○ 応急対策に要する予算及び資金に関すること 

○ 国、県等への要望及び陳情等に関すること 

○ その他災害対策の重要事項に関すること 

 

（３）本部の開設及び運営上必要な資機材等の確保 

総務班長は、災害対策本部設置の指示があったときは、次の措置を講ずる。 

災害対策本部の標識

等の設置 

２階第２会議室及びその他の適切な場所に「鳥栖市災害対策本部」の標識

板等を掲げ、あわせて、本部会議事務局、避難所・救護所・災害時総合相談

窓口等の設置場所を明示する。 

本部開設に必要な資

機材等の確保 

○ 各種被害想定図 

○ プロジェクター、黒板等 

○ 携帯ラジオ、テレビ、コピー機等 

○ ビデオ、ＩＣレコーダー、カメラ等 

○ 防災関係機関、協力団体等の電話番号、担当者等の氏名一覧表 

○ 住宅地図等 

○ 自主防災組織代表者名簿、避難行動要支援者名簿等 

○ 被害状況連絡票、その他の書式類 

○ 懐中電灯、その他必要な資機材 

○ 腕章（本部長、副本部長、現地本部長等役職別） 

通信手段の確保 ○ 県防災行政無線等   ○ 市防災無線   ○ 携帯電話 

○ 臨時電話       ○ ＦＡＸ 

自家発電設備の確保 ○ 停電に備え、自家発電設備の燃料の確保、その他電源確保のため必要

な措置を講ずる。 

 

 

消 

防 

団 

各分団班 

◎各分団長 

各分団員 

○ 火災、その他災害への警戒・対応 

○ 救急・救助活動 

○ 避難誘導 

○ 危険区域の警戒 

○ 道路規制 

○ 行方不明者の捜索 

 

２）本部会議の開催 

市長（本部長）は、災害対策本部を設置したときは、速やかに本部会議を開催する。 

本部会議の報告及び協議事項は、概ね次のとおりとする。 

開催場所 市役所２階特別会議室 

主な報告事項 ○ 各部の配備体制 

○ 緊急措置事項 

主な協議事項 ○ 被害状況の把握 

○ 応急対策に関すること 

○ 災害対策本部の配備体制の切替え及び廃止に関すること 

○ 自衛隊、県、他の市町村及び公共機関への応援の要請に関すること 

○ 避難情報の発令、警戒区域の指定に関すること 

○ 災害救助法の適用に関すること 

○ 激甚災害の指定に関すること 

○ 市民向緊急声明の発表に関すること 

○ 応急対策に要する予算及び資金に関すること 

○ 国、県等への要望及び陳情等に関すること 

○ その他災害対策の重要事項に関すること 

 

（３）本部の開設及び運営上必要な資機材等の確保 

総務班長は、災害対策本部設置の指示があったときは、次の措置を講ずる。 

災害対策本部の標識

等の設置 

２階特別会議室及びその他の適切な場所に「鳥栖市災害対策本部」の標識

板等を掲げ、あわせて、本部会議事務局、避難所・救護所・災害時総合相談

窓口等の設置場所を明示する。 

本部開設に必要な資

機材等の確保 

○ 各種被害想定図 

○ プロジェクター、黒板、ホワイトボード、モニター等 

○ 携帯ラジオ、テレビ、コピー機等 

○ ビデオ、ＩＣレコーダー、カメラ等 

○ 防災関係機関、協力団体等の電話番号、担当者等の氏名一覧表 

○ 住宅地図等 

○ 自主防災組織代表者名簿、避難行動要支援者名簿等 

○ 被害状況連絡票、その他の書式類 

○ 懐中電灯、その他必要な資機材 

○ 腕章（本部長、副本部長、現地本部長等役職別） 

通信手段の確保 ○ 県防災行政無線等   ○ 市防災無線   ○ 携帯電話 

○ 臨時電話       ○ ＦＡＸ 

自家発電設備の確保 ○ 停電に備え、自家発電設備の燃料の確保、その他電源確保のため必要

な措置を講ずる。 
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６ （略） 

第３章 災害応急対策 

第１節 （略） 

第２節 災害時の調査 （略） 

第１ 概況調査 

１ 概況調査の方法 

大規模な災害が発生した場合、次により災害情報を素早く収集する。 

また、総務班は、収集した情報を情報源、地域別、被害別に整理して、素早く被害の全体像を把握する。 

災害覚知後は、被害概況即報として県へ直ちに報告する。 

【災害直後の連絡系統図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害情報】 

災害の規模・範囲等の情報 災害の規模・範囲、気象・水象・地象情報 

被害情報 人的被害（行方不明者の数を含む）、物的被害、公共施設の被害、火災の

状況、医療機関の被災状況、電気・電話・水道・下水道の被災状況 

避難情報 避難の勧告・指示の状況、警戒区域の指定状況、避難者数、避難所の開

設状況 

通信網の確保状況等に関す

る情報 

市関係機関、県、警察署、自衛隊、ライフライン関係機関、報道機関等の

無線通信施設の被災・稼働状況 

道路等交通情報 国道・県道・市道の被災状況、通行不能場所の把握、交通渋滞等の情報 

対策状況 消防活動状況、避難所情報（開設、食料、生活必需品供給状況）、障害物

除去の状況、応急対策のための物資・資材の供給状況、救助活動・応援活

動・支援活動の状況、医療機関の稼働状況 

６ （略） 

第３章 災害応急対策 

第１節 （略） 

第２節 災害時の調査 （略） 

第１ 概況調査 

１ 概況調査の方法 

大規模な災害が発生した場合、次により災害情報を素早く収集する。 

また、総務班は、収集した情報を情報源、地域別、被害別に整理して、素早く被害の全体像を把握する。 

災害覚知後は、被害概況即報として県へ直ちに報告する。 

【災害直後の連絡系統図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害情報】 

災害の規模・範囲等の情報 災害の規模・範囲、気象・水象・地象情報 

被害情報 人的被害（行方不明者の数を含む）、物的被害、公共施設の被害、火災の

状況、医療機関の被災状況、電気・電話・水道・下水道の被災状況 

避難情報 避難情報発令の状況、警戒区域の指定状況、避難者数、避難所の開設状

況 

通信網の確保状況等に関す

る情報 

市関係機関、県、警察署、自衛隊、ライフライン関係機関、報道機関等の

無線通信施設の被災・稼働状況 

道路等交通情報 国・県・市道の被災状況、通行不能場所の把握、交通渋滞等の情報 

対策状況 消防活動状況、避難所情報（開設、食料、生活必需品供給状況）、障害物

除去の状況、応急対策のための物資・資材の供給状況、救助活動・応援活

動・支援活動の状況、医療機関の稼働状況 

参集 

鳥 栖 市 

各 担 当 班 

総務班（とりまとめ） 

災  害  発  生 
職員（参集途中に情報収集） 自治会長等 住民等（災害の発

見） 

災害対策本部 

警察署又は 

交番、駐在所 

消防本部又は

消防団 

近隣市町 

佐賀県災害対策本部 

（通報） 参集 

鳥 栖 市 

各 担 当 班 

総務班（とりまとめ） 

災  害  発  生 
職員（参集途中に情報収集） 自治会長等 住民等（災害の発

見） 

災害対策本部 

警察署又は 

交番、駐在所 

消防本部又は

消防団 

近隣市町 

佐賀県災害対策本部 

（通報） 
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その他の情報 大規模災害時における消防本部への１１９番通報の殺到状況、苦情、その

他 

 

 ２ （略） 

 

第２ 中間調査 

１～２ （略） 

３ 第一次被害家屋調査の方法 

第一次被害家屋調査は、り災証明の発行事務（第１５節第１１「り災証明の発行」を参照）と連携して、

次の手順で行なう。 

（１）（略） 

（２）調査期間 

＜災害発生＞           ３週間        ３ヵ月 

 

 

第一次被害家屋調査      再調査申請 

 

                り災証明発行        第二次家屋調査（再調査） 

 

 

 

（３）調査体制 

第一次被害家屋調査は、市職員（家屋評価補助員、建築士等）及び建築士のボランティアをもって実施

する。 

また、必要がある場合は他市町村など関係機関に応援を要請する。 

 

調査種類 調査員 調査方法 

第一次被害家屋調査 ２人１組 外観から目視調査 

 

（４）判定基準 

り災証明を発行するにあたっての家屋被害の判定は、「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」により

行う。 

（５）その他 

総務班は調査状況を管理し、広報班はり災証明発行に関連する必要事項を広報する。 

 

○ 調査状況の進捗管理 

○ 広報、ＰＲ、報道機関への対応等 

・ り災証明発行に関する内容 

・ 応急危険度判定と被害家屋調査の違い等 

（６）（略） 

 

第３ （略） 

 

２ 第二次被害家屋調査 

第二次被害家屋調査の判定結果に不服のあった家屋及び第一次被害家屋調査が物理的にできなかった家

屋について、第二次被害家屋調査（再調査）を実施する。 

その他の情報 大規模災害時における消防本部への１１９番通報の殺到状況、苦情、その

他 

 

 ２ （略） 

 

第２ 中間調査 

１～２ （略） 

３ 初回被害家屋調査の方法 

初回被害家屋調査は、罹災証明の発行事務（第１５節第１１「罹災証明の発行」を参照）と連携して、次

の手順で行なう。 

（１）（略） 

（２）調査期間 

＜災害発生＞           1カ月程度        ３ヵ月 

 

 

初回被害家屋調査      再調査申請 

 

                罹災証明発行        第2回家屋調査（再調査） 

 

                                     罹災証明発行  

 

（３）調査体制 

初回被害家屋調査は、市職員（家屋評価補助員、）及び建築士のボランティアをもって実施する。 

 

また、必要がある場合は、市職員（建築士等）、他市町村など関係機関に応援を要請する。 

 

調査種類 調査員 調査方法 

初回被害家屋調査 ２人１組 目視調査等 

 

（４）判定基準 

罹災証明を発行するにあたっての家屋被害の判定は、「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」により

行う。 

（５）その他 

総務班は調査状況を管理し、広報班は罹災証明発行に関連する必要事項を広報する。 

 

○ 調査状況の進捗管理 

○ 広報、ＰＲ、報道機関への対応等 

・ 罹災証明発行に関する内容 

・ 応急危険度判定と被害家屋調査の違い等 

（６）（略） 

 

第３ （略） 

 

２ 第２回被害家屋調査 

第２回被害家屋調査の判定結果に不服のあった家屋及び初回被害家屋調査が物理的にできなかった家屋

について、第２回被害家屋調査（再調査）を実施する。 
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調査種類 調査員 調査方法 

第二次被害家屋調査（再調査） ２人１組 内部立ち入り調査 

 

第４ 被害情報のとりまとめ・伝達 

 １～２ （略） 

３ 防災関係機関への伝達 

総務班及び各担当班は、被害情報をまとめた後、直ちに県災害対策本部及び防災関係機関へ伝達する。 

 

○ 通報の優先順位 

順位 伝  達  先 電話番号 

第１順位 

第２順位 

第３順位 

第４順位 

佐賀県（消防防災課） 

鳥栖・三養基地区消防事務組合 消防本部 

鳥栖警察署 

その他の防災関係機関 

０９５２－２５－７０２６ 

０９４２－８５－０１１９ 

０９４２－８３－２１３１ 

資料編 防災関係機関の連絡先 

 

第５ 被害状況等の報告 （略） 

 １～２ （略） 

３ 報告の内容等 

種 類 様 式 報告の時期 方法 報告先 記入要領 

被害概況

即報 

第４号様式 

その１ 

災害の覚知後直ちに 県一斉指令

システム等 

県（消防防

災課） 

○ 県一斉

指令の災

害報告 

○ 火災・災

害等即報

要領、災害

報告取扱

要領 

県に報告ができない場合 国（消防庁） 

被害状況

即報 

第４号様式 

その２ 

被害状況が判明次第、逐次

中間調査を実施する。 

県（消防防

災課）、 

消防本部、

警察署 

災害確定

報告 

第１号様式 同一の災害に対する応急

対策が終了した後２０日

以内（被害状況の最終報

告）確定調査を実施する。 

 ○ 県一斉

指令の災

害報告 

○ 災害報

告取扱要

領 災害中間

年報 

第２号様式 毎年１月１日から１２月

までの災害による被害の

状況（１２月１０日現在で

明らかになったものを 

１２月２０日までに報告） 

 県（消防防

災課） 

 

 

 

 

 

 

 

調査種類 調査員 調査方法 

第２回被害家屋調査（再調査） ２人１組 内部立ち入り調査 

 

第４ 被害情報のとりまとめ・伝達 

 １～２ （略） 

３ 防災関係機関への伝達 

総務班及び各担当班は、被害情報をまとめた後、直ちに県災害対策本部及び防災関係機関へ伝達する。 

 

○ 通報の優先順位 

順位 伝  達  先 電話番号 

第１順位 

第２順位 

第３順位 

第４順位 

佐賀県（危機管理防災課） 

鳥栖・三養基地区消防事務組合 消防本部 

鳥栖警察署 

その他の防災関係機関 

０９５２－２５－７０２６ 

０９４２－８５－０１１９ 

０９４２－８３－２１３１ 

資料編 防災関係機関の連絡先 

 

第５ 被害状況等の報告 （略） 

 １～２ （略） 

３ 報告の内容等 

種 類 様 式 報告の時期 方法 報告先 記入要領 

被害概況

即報 

災害即報第４号

様式その１ 

災害の覚知後直ちに 県 一 斉

指 令 シ

ス テ ム

等 

県（危機管

理防災課） 

県一斉指令

の災害報告 

火災・災害等

即報要領、災

害報告取扱

要領 

県に報告ができない場合 国（消防庁） 

被害状況

即報 

災害即報第４号

様式その２ 

被害状況が判明次第、逐

次中間調査を実施する。 

県（危機管

理防災課）、 

消防本部、

警察署 

災害確定

報告 

災害即報第１号

様式 

同一の災害に対する応急

対策が終了した後 ２０

日以内（被害状況の最終

報告）確定調査を実施す

る。 

 県一斉指令

の災害報告 

災害報告取

扱要領 

災害中間

年報 

災害即報第２号

様式 

毎年１月１日から１２月

までの災害による被害の

状況（１２月１０日現在

で明らかになったものを 

１２月２０日までに報

告） 

 県（危機管

理防災課） 

災害年報 災害即報第３号

様式 

毎年１月１日から１２月

３１日までの災害による

被害の状況（翌年４月１

日現在で明らかになった

ものを４月３０日までに

報告） 

 県（危機管

理防災課） 

県一斉指令

の災害報告 

災害報告取

扱要領 
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４ 連絡窓口 

（１）（略） 

（２）県 

 
平日（８：３０～１７：１５） 

消防防災課（総括対策部） 

左記以外 

守衛室 

ＮＴＴ回線 
ＴＥＬ 

０９５２－２５－７０２６ 

０９５２－２５－７０２７ 
０９５２－２４－３８４２ 

ＦＡＸ ０９５２－２５－７２６２  

地域衛星通信

ネットワーク 

ＴＥＬ ７９‐２００‐１３５３  

ＦＡＸ ７９－２００‐４５１０  

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 災害時の広報 

 

項  目 活    動 担    当 

市の広報 ●災害情報等の広報 

●報道機関への広報 

広報班、各担当班 

広報班 

他機関の広報 ●防災関係機関の広報 消防本部、警察署、九州電力㈱、 

西日本電信電話㈱等、 

鳥栖ガス㈱等 

 

第１ 災害情報等の広報 

災害が発生するおそれがある場合、又は発生した場合は、災害の状況や発生段階に応じた必要な情報について

住民等へ広報を行う。 

広報にあたっては、広報車、防災無線、ホームページ、携帯電話等のメール（防災ネットあんあん、緊急速報

メール）、テレビ、ラジオ、広報紙等、多くの手段を活用して行う。 

なお、災害発生後については、車上などの避難所以外で避難生活を送る者や所在が把握できる市外への避難者

に対しても情報を提供できるように努めるものとする。 

また、視聴覚障害者、日本語を解さない外国人等の要配慮者への情報提供については、手話通訳や点訳、外国

語の通訳等ができるボランティアに協力を要請するなどして、正確な情報の提供に努める。 

なお、避難情報などの特に緊急性が高い情報については、テレビやラジオ等の報道機関各社への放送要請及び

緊急速報メールにより、県が主体的に広報するものとする。 

 

【災害段階別での広報】 

災害の種類・段階 広報すべき情報 広報手段 

【風水害】 

災害発生前 

（警戒・避難期） 

○ 気象情報、警報・土砂災害警戒情報等 

○ 雨量、河川水位等の状況 

○ 避難情報（避難準備情報、避難勧告、避難

広報車、防災無線、ホームペ

ージ、携帯電話等のメール（防

災ネットあんあん、緊急速報

 

４ 連絡窓口 

（１）（略） 

（２）県 

 平日（８：３０～１７：１５） 

危機管理防災課 

（政策部危機管理・報道局） 

左記以外 

守衛室 

ＮＴＴ回線 
ＴＥＬ 

０９５２－２５－７０２６ 

０９５２－２５－７０２７ 
０９５２－２４－３８４２ 

ＦＡＸ ０９５２－２５－７２６２  

地域衛星通信

ネットワーク 

ＴＥＬ ７９‐２００‐１３５３  

ＦＡＸ ７９－２００‐４５１０  

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 災害時の広報 

 

項  目 活    動 担    当 

市の広報 ●災害情報等の広報 

●報道機関への広報 

広報班、各担当班 

広報班 

他機関の広報 ●防災関係機関の広報 消防本部、警察署、九州電力㈱、 

西日本電信電話㈱等、 

鳥栖ガス㈱等 

 

第１ 災害情報等の広報 

災害が発生するおそれがある場合、又は発生した場合は、災害の状況や発生段階に応じた必要な情報について

住民等へ広報を行う。 

広報にあたっては、広報車、防災無線、ホームページ、携帯電話メール（防災ネットあんあん、緊急速報メー

ル）ＳＮＳ、テレビ（ｄボタン）、防災ラジオ、広報紙等、多くの手段を活用して行う。 

なお、災害発生後については、車上などの避難所以外で避難生活を送る者や所在が把握できる市外への避難者

に対しても情報を提供できるように努めるものとする。 

また、視聴覚障害者、日本語を解さない外国人等の要配慮者への情報提供については、手話通訳や点訳、外国

語の通訳等ができるボランティアに協力を要請するなどして、正確な情報の提供に努める。 

なお、避難情報などの特に緊急性が高い情報については、テレビやラジオ等の報道機関各社への放送要請及び

緊急速報メールにより、県が主体的に広報するものとする。 

 

【災害段階別での広報】 

災害の種類・段階 広報すべき情報 広報手段 

【風水害】 

災害発生前 

（警戒・避難期） 

○ 気象情報、警報・土砂災害警戒情報等 

○ 雨量、河川水位等の状況 

○ 避難情報（高齢者等避難、避難指示、緊急

広報車、防災無線、ホームペー

ジ、携帯電話メール（防災ネッ

トあんあん、緊急速報メー
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指示） 

○ 避難所への避難、屋内への退避等、安全の

確保のためにとるべき措置 

メール）、テレビ・ラジオ 等 

【風水害・地震】 

災害発生直後 

○ 災害発生状況（人的被害、住家の被害等） 

○ 避難所の開設状況 

○ 道路交通状況（通行止め道路情報等） 

○ 公共交通機関の運行状況（鉄道・バス等） 

○ ライフライン施設（電気・ガス・上下水道・

電話等）の被災状況 

○ 医療機関等の開設状況 

広報車、防災無線、ホームペ

ージ、防災ネットあんあん、

テレビ・ラジオ、広報誌、避

難所の掲示板 等 

【風水害・地震】 

応急復旧期 

○ 住民の安否情報 

○ 被害の状況 

○ 給水、食料供給の情報 

○ ライフライン等の復旧状況、見通し 

○ 応急仮設住宅、福祉仮設住宅の入居等の状

況・り災証明等の行政サービス 

ホームページ、広報誌、避難

所の掲示板、防災ネットあん

あん 等 

※ 必要に応じて、災害ＦＭ

の制度活用を検討する（九

州総合通信局へ申請） 

 

 

 

【広報項目及び担当一覧】 

項  目 担    当 参照項目 

避難所の開設 福祉班、収容各班、市民各班 第 ５ 節第７ 

巡回救護の実施 健康班 第１０節第７ 

心のケア 健康班 第１０節第８ 

交通規制 建設第１班、建設第２班、警察署 第１１節第１ 

上水道の復旧状況 上下水道班 第１３節第１ 

下水道の復旧状況 上下水道班 第１３節第２ 

工業用水道の復旧状況 工業用水道事業者 第１３節第３ 

電気の復旧状況 九州電力㈱ 第１３節第４ 

電話の復旧状況 西日本電信電話㈱等 第１３節第５ 

ガスの復旧状況 鳥栖ガス㈱等 第１３節第６ 

道路・橋梁の復旧状況 建設第１班 第１４節第２ 

飲料水、生活用水の給水 上下水道班 第１５節第１・２ 

食料の供給 支援班 第１５節第５ 

生活必需品の供給 支援班 第１５節第８ 

応急仮設住宅、福祉仮設住宅の入

居 
福祉班、収容各班 

第１６節第３ 

第１９節第７ 

食中毒の予防 健康班、環境班 第１７節第１ 

被災地の保健衛生・防疫 健康班、環境班 第１７節第２ 

生活ごみ・災害廃棄物 環境班 第１７節第５・６ 

被災地内の安全確保 総務班、建設第１班、消防団、警察署 第１８節第１・２ 

要配慮者対応 福祉班 第１９節 

 

第２ （略） 

 

第３ 防災関係機関の広報 

安全確保） 

○ 避難所への避難、屋内への退避等、安全の

確保のためにとるべき措置 

ル）、ＳＮＳ、テレビ（ｄボタ

ン）・防災ラジオ等 

【風水害・地震】 

災害発生直後 

○ 災害発生状況（人的被害、住家の被害等） 

○ 避難所の開設状況 

○ 道路交通状況（通行止め道路情報等） 

○ 公共交通機関の運行状況（鉄道・バス等） 

○ ライフライン施設（電気・ガス・上下水道・

電話等）の被災状況 

○ 医療機関等の開設状況 

広報車、防災無線、ホームペー

ジ、携帯電話メール（防災ネッ

トあんあん、緊急速報メー

ル）、ＳＮＳ、テレビ（ｄボタ

ン）・防災ラジオ等 

【風水害・地震】 

応急復旧期 

○ 住民の安否情報 

○ 被害の状況 

○ 給水、食料供給の情報 

○ ライフライン等の復旧状況、見通し 

○ 応急仮設住宅、福祉仮設住宅の入居等の状

況・罹災証明等の行政サービス 

ホームページ、広報誌、避難所

の掲示板、携帯電話メール、

ＳＮＳ、テレビ（ｄボタン）・

防災ラジオ等※ 必要に応

じて、災害ＦＭの制度活用

を検討する（九州総合通信

局へ申請） 

 

 

【広報項目及び担当一覧】 

項  目 担    当 参照項目 

避難所の開設 市民各班、福祉班、収容各班 第 ５ 節第７ 

巡回救護の実施 健康班 第１０節第７ 

心のケア対策 健康班 第１０節第８ 

交通規制 建設第１班 〜 第３班、警察署 第１１節第１ 

上水道の復旧状況 上下水道班 第１３節第１ 

下水道の復旧状況 上下水道班 第１３節第２ 

工業用水道の復旧状況 工業用水道事業者 第１３節第３ 

電気の復旧状況 九州電力㈱ 第１３節第４ 

電話の復旧状況 西日本電信電話㈱他 第１３節第５ 

ガスの復旧状況 鳥栖ガス㈱他 第１３節第６ 

道路・橋梁の復旧状況 建設第１班 第１４節第２ 

飲料水、生活用水の給水 上下水道班 第１５節第１・２ 

食料の供給 支援班 第１５節第５ 

生活必需品の供給 支援班 第１５節第８ 

応急仮設住宅、福祉仮設住宅の入

居 
建設第１班 

第１６節第３ 

第１９節第７ 

食中毒の予防 健康班、環境班 第１７節第１ 

被災地の保健衛生・防疫 環境班 第１７節第２ 

生活ごみ・災害廃棄物 環境班 第１７節第５・６ 

被災地内の安全確保 総務班、建設第１班、消防団、警察署 第１８節第１ 

要配慮者対応 福祉班 第１９節 

 

第２ （略） 

 

第３ 防災関係機関の広報 
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防災関係機関は、災害が発生した場合、次のとおり応急活動の状況及び復旧の見通しについて広報活動を行う。 

 

機  関 広 報 内 容 手  段 

消防本部 火災、避難、救護 広報車、戸別訪問等 

警察署 避難、交通規制、二次災害防止 広報車等 

九州電力㈱ 被害、復旧状況 テレビ、ラジオ、広報車等 

西日本電信電話㈱等 通信の途絶、利用の制限 広報車等 

鳥栖ガス㈱等 ガスの供給状況、ガスの使用や避難時の注意 広報車等 

 

第４節 相互協力・応援要請 （略） 

第１ 自衛隊派遣要請  

１ 派遣要請依頼の方法 （略） 

要請依頼先 佐賀県知事（消防防災課） 

緊急連絡先 自衛隊（陸上自衛隊 九州補給処長） 

要請・通知の伝達方法 文書各１部（緊急の場合は電話、無線で行い、事後文書を送付） 

要請内容 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注 破線は、県知事に対して派遣要請の要求を行った場合、又は派遣要請の要求ができない場合に

行うことができる。 

 

２～６ （略） 

 

第２ 県知事への要請 

県知事には、応援の要請又は職員派遣の要請を行う。 

ただし、緊急の場合は自衛隊派遣要請と同様に電話、防災無線等で直接要請し、後日文書を送付する。 

また、消防活動、救助活動、救急活動及び水道の応急措置等については、必要に応じて県を通じて応援要請を

行う。 

 

要 請 先 佐賀県知事（消防防災課） 

要請伝達方法 文書各１部（緊急の場合は電話、防災無線、ＦＡＸで行い、事後文書送付） 

応援の要求 ○ 災害の状況 

○ 応援を必要とする理由 

○ 応援を必要とする物資の品名、数量 

○ 応援を必要とする場所、活動内容 

災害対策基本法第６８条 

 

防災関係機関は、災害が発生した場合、次のとおり応急活動の状況及び復旧の見通しについて広報活動を行う。 

 

機  関 広 報 内 容 手  段 

消防本部 火災、避難、救護 広報車、戸別訪問、ホームペ

ージ等 

警察署 避難、交通規制、二次災害防止 広報車、ホームページ等 

九州電力㈱ 被害、復旧状況 テレビ、ラジオ、広報車、ホ

ームページ等 

西日本電信電話㈱等 通信の途絶、利用の制限 広報車、ホームページ等 

鳥栖ガス㈱等 ガスの供給状況、ガスの使用や避難時の注意 広報車、ホームページ等 

 

第４節 相互協力・応援要請 （略） 

第１ 自衛隊派遣要請  

１ 派遣要請依頼の方法 （略） 

要請依頼先 佐賀県知事（危機管理防災課） 

緊急連絡先 自衛隊（陸上自衛隊 九州補給処長） 

要請・通知の伝達方法 文書各１部（緊急の場合は電話、無線で行い、事後文書を送付） 

要請内容 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※注 破線は、県知事に対して派遣要請の要求を行った場合、又は派遣要請の要求ができない場合に

行うことができる。 

 

２～６ （略） 

 

第２ 県知事への要請 

県知事には、応援の要請又は職員派遣の要請を行う。 

県消防防災ヘリコプターの緊急運航の要請は、所定の手続きに基づき運行管理責任者に対して行う。 

ただし、緊急の場合は自衛隊派遣要請と同様に電話、防災無線等で直接要請し、後日文書を送付する。 

また、消防活動、救助活動、救急活動及び水道の応急措置等については、必要に応じて県を通じて応援要請を

行う。 

要 請 先 佐賀県知事（危機管理防災課）、防災ヘリは運行管理責任者（消防保安室長） 

要請伝達方法 文書各１部（緊急の場合は電話、防災無線、ＦＡＸで行い、事後文書送付） 

応援の要求 ○ 災害の状況 

○ 応援を必要とする理由 

○ 応援を必要とする物資の品名、数量 

○ 応援を必要とする場所、活動内容 

災害対策基本法第６８条 

鳥栖市（総務班） 

陸上自衛隊九州補給処長 

佐賀県知事 

（危機管理防災課） 

被    災    地 

災害状況の通知 

派遣要請 

派遣要請の依頼 

派遣 

鳥栖市（総務班） 

陸上自衛隊九州補給処長 

佐賀県知事 

（消防防災課） 

被    災    地 

災害状況の通知 

派遣要請 

派遣要請の依頼 

派遣 
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○ その他必要事項 

職員派遣要請・ 

あっせん 

○ 派遣のあっせんを求める理由 

○ 職員の職種別人員数 

○ 派遣を必要とする期間 

○ 派遣される職員の給与その他勤務条件 

○ その他必要な事項 

災害対策基本法第２９条 

災害対策基本法第３０条 

 

 

 

 

 

 

第３ （略） 

 

第４ 民間企業等への要請 

 

各担当班は、あらかじめ締結している協定や平常時からの協力体制等に基づき、民間企業等に協力を要請する。 

 

１ コープさが生活協同組合 

協定に基づき、必要な物資の供給及び配送を要請する。 

 

（１）物資名 

あらかじめ協定で想定している次の物資以外の物資については、コープさが生活協同組合との協議のう

え、調整することができる。 

 

品     名 

○ 容器入り飲料（水、茶、牛乳、その他） 

○ パン（菓子パン、調理パン、食パン） 

○ レトルト食品（ごはん、おかず類） 

○ 缶詰（イージーオープン） 

○ インスタント食品 

○ バター、ジャム 

○ 米 

○ 菓子類 

○ ラップ、ホイル、ビニール袋 

○ ゴミ袋 

○ ティシュペーパー、濡れティシュ 

○ トイレットペーパー 

○ カセット式ガスコンロ及びボンベ 

○ 洗剤、石けん 

○ 紙おむつ 

○ 生理用品 

○ 電池 

○ 使い捨てカイロ 

○ 毛布 

○ 下着類 

○ 靴下 

○ マスク 

○ 絆創膏 

○ 歯ブラシ、歯磨き粉 

 

（２）要請方法 

文書にて、物資の供給及び配送の要請を行う。 

ただし、緊急を要する場合は口頭で要請し、後日文書を提出するものとする。 

 

（３）経費の負担 

コープさが生活協同組合が供給した物資の対価及び配送の経費は、市の負担とする。 

 

○ その他必要事項 

職員派遣要請・ 

あっせん 

○ 派遣のあっせんを求める理由 

○ 職員の職種別人員数 

○ 派遣を必要とする期間 

○ 派遣される職員の給与その他勤務条件 

○ その他必要な事項 

災害対策基本法第３０条 

防災ヘリの緊

急運航要請 

○ 要請の目的、災害種別 

○ 災害発生の場所、防災ヘリの離着陸場所 

○ 災害の概況 

○ 傷病者情報 

○ その他必要な事項 

県消防防災ヘリコプター

緊急運航要領第４条 

 

第３ （略） 

 

第４ 民間企業等への要請 

 

各担当班は、あらかじめ締結している協定や平常時からの協力体制等に基づき、民間企業等に協力を要請する。 
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２ レンゴー株式会社鳥栖工場 

協定に基づき、必要な物資の供給及び配送を要請する。 

 

（１）物資名 

○ 段ボール製品（段ボールシート及び段ボールケース） 

○ 段ボール製簡易ベッド 

○ その他同社の取り扱う商品で必要なもの 

 

（２）その他 

要請方法及び経費負担の考え方については、１と同様 

 

３ 佐賀県ＬＰガス協会鳥栖支部 

協定に基づき、必要な物資の供給・貸与及び配送を要請する。 

 

（１）物資名 

○ ＬＰガス及びＬＰガス供給設備 

○ 配送車両 

○ 移動式発電機 

○ 炊事用具一式 

○ 上記を設置するために必要な要因の派遣 

 

（２）その他 

要請方法及び経費負担の考え方については、１と同様 

 

４ 株式会社アクティオ 

協定に基づき、必要な物資の供給及び配送を要請する。 

 

（１）物資名 

○ 仮設トイレ 

○ 発電機 

○ 暖房器具移動式発電機 

○ その他同社で取扱う資機材 

 

（２）その他 

要請方法及び経費負担の考え方については、１と同様 

 

資料編 鳥栖市が締結している協定 

 

５ （略） 

 

第５～７ （略） 

 

 

第５節 避難対策 （略） 

 

第１ 避難情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 鳥栖市が締結している協定 

 

５ （略） 

 

第５～７ （略） 

 

 

第５節 避難対策 （略） 

 

第１ 避難情報 
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１ 避難準備情報・避難勧告・避難指示、警戒区域の設定 

（１）避難準備情報・避難勧告・避難指示 

市長は、災害が発生し、又は発生のおそれがある場合、市民の生命・身体に危険が及ぶと思われるとき

は、危険地域の住民に対し避難準備情報・避難勧告・避難指示を発令する。 

発令にあたっては、風水害の場合は「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」に基づき、市民が円滑に避

難できるよう迅速な判断を行う。 

また、その際には、屋外を移動して避難場所等へ避難するよりも屋内に留まる方が安全だと判断される

場合は、屋内の安全な場所へ退避する等、安全を確保するための措置をとるよう呼びかける必要があるこ

とに留意する。 

県知事は、大規模な災害等により市長がこれを行えない場合は、代わりに発令するものとする。他にも、

警察官、水防管理者、自衛隊員又はその命を受けた職員が発令することができる。 

 

① 避難準備情報 

実施者 要      件 

市 長 災害が発生するおそれがある場合で、避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を

要する者が避難行動を開始しなければならないとき 

 

② 避難勧告 

実施者 要      件 根拠法令 

市 長 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、人の

生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防

止するため、特に必要があると認めるとき 

災害対策基本法第６０条 

県知事 市長が行うことができないとき 災害対策基本法第６０条 

警察官 市長から要請がある場合又は市長が避難の勧告をする

いとまのないとき 

災害対策基本法第６１条 

自衛官 警察官がその場にいないとき 自衛隊法第９４条 

 

③ 避難指示 

実施者 要      件 根拠法令 

市 長 危険が目前に迫っているとき（勧告よりも拘束力が強

い） 

災害対策基本法第６０条 

県知事 市長が行うことができないとき 災害対策基本法第６０条 

警察官 市長から要請がある場合又は市長が避難の指示をする

いとまのないとき 

災害対策基本法第６１条 

危険が目前に迫っているとき（勧告よりも拘束力が強

い） 

警察官職務執行法第４条 

自衛官 警察官がその場にいないとき 自衛隊法第９４条 

 

（２）（略） 

 

２ 避難準備情報・避難勧告・避難指示の発令者又は警戒区域設定者の措置 

避難準備情報・避難勧告・避難指示又は警戒区域設定を行った者は、必要な事項を関係機関に通知する。 

 

（１）市長の措置 

市長 → 県知事（消防防災課） 

 

１ 高齢者等避難・避難指示、警戒区域の設定 

（１）高齢者等避難・避難指示 

市長は、災害が発生し、又は発生のおそれがある場合、市民の生命・身体に危険が及ぶと思われるとき

は、危険地域の住民に対し高齢者等避難・避難指示を発令する。 

発令にあたっては、風水害の場合は「避難指示等の判断・伝達マニュアル」に基づき、市民が円滑に避

難できるよう迅速な判断を行う。 

また、その際には、屋外を移動して避難場所等へ避難するよりも屋内に留まる方が安全だと判断される

場合は、屋内の安全な場所へ退避する等、安全を確保するための措置をとるよう呼びかける必要があるこ

とに留意する。 

県知事は、大規模な災害等により市長がこれを行えない場合は、代わりに発令するものとする。他にも、

警察官、水防管理者、自衛隊員又はその命を受けた職員が発令することができる。 

 

① 高齢者等避難 

実施者 要      件 

市 長 災害が発生するおそれがある場合で、避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を

要する者が避難行動を開始しなければならないとき 

 

② 避難指示 

実施者 要      件 根拠法令 

市 長 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、人

の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大

を防止するため、特に必要があると認めるとき 

災害対策基本法第６０条 

県知事 市長が行うことができないとき 災害対策基本法第６０条 

警察官 市長から要請がある場合又は市長が避難等の指示をす

るいとまのないとき 

災害対策基本法第６１条 

自衛官 警察官がその場にいないとき 自衛隊法第９４条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（略） 

 

２ 高齢者等避難・避難指示の発令者又は警戒区域設定者の措置 

高齢者等避難・避難指示又は警戒区域設定を行った者は、必要な事項を関係機関に通知する。 

 

（１）市長の措置 

市長 → 県知事（危機管理防災課） 
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（２）県知事の措置 

県知事（消防防災課）→ 市長 

 

（３）警察官の措置 

① 災害対策基本法に基づく措置 

警察官 → 所管警察署長 → 市長 → 県知事（消防防災課） 

 

② 警察官職務執行法（職権）に基づく措置 

警察官 → 所管警察署長 → 県警察本部長 → 県公安委員会 → 県知事（消防防災課） 

 

（４）自衛官の措置 

自衛官 → 市長 → 県知事（消防防災課） 

 

第２ 避難誘導等 

 

１ 避難情報の伝達 

（１）伝達事項 

避難準備情報・避難勧告・避難指示の発令及び警戒区域の設定を行った場合、地域の居住者、滞在者等

に次の事項を伝達する。伝達にあたっては、要配慮者（高齢者、障害者、外国人等）及び旅行者などの一

時滞在者に配慮する。 

避難先は、あらかじめ定めた避難所を指定することを基本とするが、災害の種類及び被害状況等により、

避難所を変更又は新設、若しくは屋内へ退避することを指示することができる。 

 

○ 発令者 

○ 避難対象地域 

○ 避難準備情報・避難勧告・避難指示、警戒区域の設定の理由 

○ 避難日時、避難先（屋内への退避含む）及び避難経路 

○ 避難時の留意事項等 

 

資料編 指定避難所 

 

（２）伝達方法 

避難の準備情報・避難勧告・避難指示及び警戒区域の伝達は、次の手段を用いて迅速に行う。 

 

○ 防災無線 

○ サイレン、警鐘 

○ 広報車 

○ 地域の連絡網 

○ 市ホームページ 

○ テレビ、ラジオ 

○ 携帯電話等のメール（防災ネットあんあん、緊急速報メール） 

 

※ なお、テレビやラジオ等の報道機関各社への放送要請及び緊急速報メールの配信については、県

も主体的に実施することとし、市からの情報提供のほか、市へリエゾン（情報連絡員）を派遣する

など、正確かつ迅速な収集に努める。 

 

２ 避難誘導 （略） 

（２）県知事の措置 

県知事（危機管理防災課）→ 市長 

 

（３）警察官の措置 

① 災害対策基本法に基づく措置 

警察官 → 所管警察署長 → 市長 → 県知事（危機管理防災課） 

 

② 警察官職務執行法（職権）に基づく措置 

警察官 → 所管警察署長 → 県警察本部長 → 県公安委員会 → 県知事（危機管理防災課） 

 

（４）自衛官の措置 

自衛官 → 市長 → 県知事（危機管理防災課） 

 

第２ 避難誘導等 

 

１ 避難情報の伝達 

（１）伝達事項 

高齢者等避難・避難指示の発令及び警戒区域の設定を行った場合、地域の居住者、滞在者等その他の者

に次の事項を伝達する。伝達にあたっては、要配慮者（高齢者、障害者、外国人等）及び旅行者などの一

時滞在者に配慮する。 

避難先は、あらかじめ定めた避難所を指定することを基本とするが、災害の種類及び被害状況等により、

避難所を変更又は新設、若しくは屋内へ退避することを指示することができる。 

 

○ 発令者 

○ 避難対象地域 

○ 高齢者等避難・避難指示、警戒区域の設定の理由 

○ 避難日時、避難先（屋内への退避含む）及び避難経路 

○ 避難時の留意事項等 

 

資料編 指定避難所 

 

（２）伝達方法 

高齢者等避難・避難指示及び警戒区域の伝達は、次の手段を用いて迅速に行う。 

 

○ 防災無線 

○ サイレン、警鐘 

○ 広報車 

○ 地域の連絡網 

○ 市ホームページ 

○ テレビ、ラジオ 

○ 携帯電話等のメール（防災ネットあんあん、緊急速報メール、ＳＮＳ） 

 

※ なお、テレビやラジオ等の報道機関各社への放送要請及び緊急速報メールの配信については、県

も主体的に実施することとし、市からの情報提供のほか、市へリエゾン（情報連絡員）を派遣する

など、正確かつ迅速な情報収集に努める。 

 

２ 避難誘導 （略） 
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避難誘導を行う者 避難誘導の流れ 

収容各班、消防団 避難の勧告・指示等の発令後、避難する地域及びあらかじめ指定する避

難所にそれぞれ複数の市職員等を派遣する。 

派遣された職員 警察官、消防吏員、自主防災組織等の協力により市民等の危険地域から

安全な地域へ避難誘導することに務める。 

施設の責任者、管理者等 学校、幼稚園、保育所、事業所等その他多数の人が集まる場所における

避難誘導は、施設の管理者が行う。 

 

 ３～４ （略） 

 

 

５ 避難 

（１）小規模な避難 

避難の勧告・指示等が実施された場合は、その対象となった住民等は、避難の勧告・指示等の内容に従

い、各自自ら避難することを原則とする。 

ただし、避難行動要支援者等自力で避難することが困難な者については、避難行動要支援者避難計画に

基づき避難を支援するものとし、避難の勧告・指示等を実施した者又はその者が属する機関及び市は、車

両等を準備し、援助するものとする。 

 

（２）（略） 

 

第３ 主な施設における避難 

 

１ 学校等 

公立の学校等は、生徒等の在校時に、災害が発生し、又は発生するおそれがあり、避難の勧告・指示等が

あった場合又は自らその必要を認める場合は、あらかじめ定めた避難計画等に基づき、教職員の指示のもと、

迅速かつ安全に生徒等を避難させる。 

生徒等を避難させた場合は、市に対し、さらに市教育委員会に対し、速やかにその旨を連絡する。 

私立幼稚園も、これに準じるものとするが、連絡先は市及び関係機関とする。 

 

２ 病院等医療機関 

病院等医療機関は、災害が発生し、又は発生するおそれがあり、避難の勧告・指示等があった場合又は自

らその必要を認める場合は、あらかじめ各機関ごとに定めた避難計画等に基づき、医師、看護師、職員の指

示・引率のもと、迅速かつ安全に入院患者、外来患者、見舞客等を避難又は他の医療機関に転院させる。 

避難誘導に当たっては、担送患者と独歩患者とに区分し、重症者、老幼婦女を優先して行う。必要に応じ

て、転院先等他の医療機関に対し、応援を要請する。 

この場合は、市に対し速やかにその旨連絡する。 

 

３ 社会福祉施設 

社会福祉施設は、災害が発生し、又は発生するおそれがあり、避難の勧告・指示等があった場合又は自ら

その必要性を認める場合は、あらかじめ各施設ごとに定めた避難計画等に基づき、職員の指示のもと、迅速

かつ安全に入所者又は利用者を避難させる。 

この場合は、市に対し、速やかにその旨連絡する。 

災害により施設が被災し、入所者を他の施設に転所させる必要が生じた場合は、市は、そのための措置を

講じ、必要に応じて転所先等他の施設に対し、応援を要請する。 

 

避難誘導を行う者 避難誘導の流れ 

収容各班、消防団 避難指示等の発令後、避難する地域及びあらかじめ指定する避難所にそ

れぞれ複数の市職員等を派遣する。 

派遣された職員 警察官、消防吏員、自主防災組織等の協力により市民等を危険地域から

安全な地域へ避難誘導することに務める。 

施設の責任者、管理者等 学校、幼稚園、保育所、事業所等その他多数の人が集まる場所における

避難誘導は、施設の管理者が行う。 

 

 ３～４ （略） 

 

 

５ 避難 

（１）小規模な避難 

避難指示等が実施された場合は、その対象となった住民等は、避難指示等の内容に従い、各自自ら避難

することを原則とする。 

ただし、避難行動要支援者等自力で避難することが困難な者については、避難行動要支援者避難計画に

基づき避難を支援するものとし、避難指示等を実施した者又はその者が属する機関及び市は、車両等を準

備し、援助するものとする。 

 

 （２） （略） 

 

第３ 主な施設における避難 

 

１ 学校等 

公立の学校等は、生徒等の在校時に、災害が発生し、又は発生するおそれがあり、避難指示等があった場

合又は自らその必要を認める場合は、あらかじめ定めた避難計画等に基づき、教職員の指示のもと、迅速か

つ安全に生徒等を避難させる。 

生徒等を避難させた場合は、市に対し、さらに市教育委員会に対し、速やかにその旨を連絡する。 

私立幼稚園も、これに準じるものとするが、連絡先は市及び関係機関とする。 

 

２ 病院等医療機関 

病院等医療機関は、災害が発生し、又は発生するおそれがあり、避難指示等があった場合又は自らその必

要を認める場合は、あらかじめ各機関ごとに定めた避難計画等に基づき、医師、看護師、職員の指示・引率

のもと、迅速かつ安全に入院患者、外来患者、見舞客等を避難又は他の医療機関に転院させる。 

避難誘導に当たっては、担送患者と独歩患者とに区分し、重症者、老幼婦女を優先して行う。必要に応じ

て、転院先等他の医療機関に対し、応援を要請する。 

この場合は、市に対し速やかにその旨連絡する。 

 

３ 社会福祉施設 

社会福祉施設は、災害が発生し、又は発生するおそれがあり、避難指示等があった場合又は自らその必要

性を認める場合は、あらかじめ各施設ごとに定めた避難計画等に基づき、職員の指示のもと、迅速かつ安全

に入所者又は利用者を避難させる。 

この場合は、市に対し、速やかにその旨連絡する。 

災害により施設が被災し、入所者を他の施設に転所させる必要が生じた場合は、市は、そのための措置を

講じ、必要に応じて転所先等他の施設に対し、応援を要請する。 
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県は、被災施設からの転所が県内の他の施設では対処できない場合は、近隣県に対し、社会福祉施設等へ

の受入協力を要請する。 

 

４ 不特定多数の者が利用する特定施設等 

不特定多数の者が利用する特定施設等は、災害が発生し、又は発生するおそれがあり、避難の勧告・指示

等があった場合又は自らその必要を認める場合は、あらかじめ定めた避難計画等に基づき、施設職員の指示

のもと迅速かつ安全に利用者を避難させ、その他適切な措置を講じる。 

この場合は、市に対し、速やかにその旨連絡する。 

 

第４～５ （略） 

 

第６ 原子力災害による避難 

１ 市外からの避難者の受入れ 

原子力災害により、避難計画策定市町（玄海町、唐津市、伊万里市）において住民等に対する避難のため

の立ち退きの勧告又は指示が行われた場合における避難者については、当該避難元の市町職員と十分連絡・

調整を行い、あらかじめ指定した避難所の安全性を確保したうえで受入れる。 

また、避難所の運営については、避難元の市町職員の補助等、必要な協力を行う。 

 

２ ＯＩＬに基づく避難等 

市は、緊急時モニタリング結果及び原子力災害対策指針を踏まえた国の指導・助言、指示若しくは県の指

示等に基づき、防護措置の実施を判断する基準として原子力災害対策指針において定める運用上の介入レベ

ル（以下「ＯＩＬ」という。）の基準値を超え、又は超えるおそれがあると認められる地域がある場合は、当

該地域の住民等に対する屋内退避の指示又は避難勧告若しくは避難指示を行う等、必要な応急対策を実施す

る。 

 

 ３ （略） 

 

第７ 避難所の開設 

１～３ （略） 

４ 避難所開設の報告の流れ 

避難所を開設したときは、市民に周知するとともに県及び関係機関へ次の事項を報告する。 

 

○ 開設日時 

○ 場所及び収容可能人員 

○ 開設期間の見込み等（最大３０日間での閉鎖を目標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県は、被災施設からの転所が県内の他の施設では対処できない場合は、近隣県に対し、社会福祉施設等へ

の受入協力を要請する。 

 

４ 不特定多数の者が利用する特定施設等 

不特定多数の者が利用する特定施設等は、災害が発生し、又は発生するおそれがあり、避難指示等があっ

た場合又は自らその必要を認める場合は、あらかじめ定めた避難計画等に基づき、施設職員の指示のもと迅

速かつ安全に利用者を避難させ、その他適切な措置を講じる。 

この場合は、市に対し、速やかにその旨連絡する。 

 

第４～５ （略） 

 

第６ 原子力災害による避難 

１ 市外からの避難者の受入れ 

原子力災害により、避難計画策定市町（玄海町、唐津市、伊万里市）において住民等に対する避難のため

の立ち退きの指示が行われた場合における避難者については、当該避難元の市町職員と十分連絡・調整を行

い、あらかじめ指定した避難所の安全性を確保したうえで受入れる。 

また、避難所の運営については、避難元の市町職員の補助等、必要な協力を行う。 

 

２ ＯＩＬに基づく避難等 

市は、緊急時モニタリング結果及び原子力災害対策指針を踏まえた国の指導・助言、指示若しくは県の指

示等に基づき、防護措置の実施を判断する基準として原子力災害対策指針において定める運用上の介入レベ

ル（以下「ＯＩＬ」という。）の基準値を超え、又は超えるおそれがあると認められる地域がある場合は、当

該地域の住民等に対する屋内退避の指示又は避難指示を行う等、必要な応急対策を実施する。 

 

 

 ３ （略） 

 

第７ 避難所の開設 

１～３ （略） 

４ 避難所開設の報告の流れ 

避難所を開設したときは、市民に周知するとともに県及び関係機関へ次の事項を報告する。 

 

○ 開設日時 

○ 場所及び収容可能人員 

○ 開設期間の見込み等（最大３０日間での閉鎖を目標） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民第１班長 

総務班長 

広報班長 市長（本部長）に報告

告 

県、消防本部、警察署等関係機関に開設

状況を連絡 

○ 市民に対する避難所開設に関する広報活動の実施 

市民第１班長 

総務班長 

広報班長 市長（本部長）に報告 県、消防本部、警察署等関係機関に開設

状況を連絡 

○ 市民に対する避難所開設に関する広報活動の実施 
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５ （略） 

 

第８ 避難者の受入れ 

 

避難所に収容する者は、災害により現に被害を受け、また、受けるおそれがある者（避難勧告、避難指示を受

けた者）とする。 

また、居住区の割り振りは、次のことに留意して行うものとする。 

○ 居住区の割り振りは、可能な限り自治会等ごとに設定する。 

○ 各居住区域は、２０人程度で編成し、代表者を選定する。 

○ 居住スペースは、色テープ等を使用して表示する。 

第９ 避難所の運営 

 

避難所内における情報の伝達、飲料水や食料等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織、ボ

ランティア等の協力を得て行う。 

 

１ 運営 

避難所の運営は、市民第１班が派遣する複数の職員（うち１人を責任者として班長が指名）が担当し、自

治会（自主防災組織）、ボランティア等の協力を得て行う。 

避難者のとりまとめや運営は、原則的に避難者の代表者が行うものとする。 

また、運営に当たっては、女性の運営参画を推進するとともに、避難者のプライバシーの確保、男女のニ

ーズの違い等男女双方の視点等に配慮するなど、良好な生活環境の維持に努める。 

さらに、避難所における家庭動物のためのスペースの確保についても配慮するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 ２～６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ （略） 

 

第８ 避難者の受入れ 

 

避難所に収容する者は、災害により現に被害を受け、また、受けるおそれがある者（避難指示を受けた者）と

する。 

また、居住区の割り振りは、次のことに留意して行うものとする。 

○ 居住区の割り振りは、可能な限り自治会等ごとに設定する。 

○ 各居住区域は、２０人程度で編成し、代表者を選定する。 

○ 居住スペースは、色テープ等を使用して表示する。 

第９ 避難所の運営 

 

避難所内における情報の伝達、飲料水や食料等の配布、清掃等については、避難者、住民、自主防災組織、ボ

ランティア等の協力を得て行う。 

 

１ 運営 

避難所の運営は、各担当班が派遣する複数の職員（うち１人を責任者として班長が指名）が担当し、自治

会（自主防災組織）、ボランティア等の協力を得て行う。 

避難者のとりまとめや運営は、原則的に避難者の代表者が行うものとする。 

また、運営に当たっては、女性の運営参画を推進するとともに、避難者のプライバシーの確保、男女のニ

ーズの違い等男女双方の視点等に配慮するなど、良好な生活環境の維持に努める。 

また、男女のニーズの違い等男女双方の視点に加え、ＬＧＢＴなど多様な性のあり方等に配慮する。特に

女性専用の物干し場、個室更衣室、授乳室の設置や男女別トイレの確保、生理用品、女性用下着の女性によ

る配布、避難所における乳幼児のいる家庭用エリアの設定又は専用避難所・救護所の確保、乳幼児が安全に

遊べる空間の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した指定避難所の運営管理に努める。 

なお、避難者が避難所運営に参加する場合は、固定的な性別役割分担意識によることなく、避難者の自主

性を尊重するとともに、役割の固定化により、一部の避難者に負担が偏らないよう配慮する。   

さらに、避難所における家庭動物のためのスペースの確保についても配慮するものとする。 

 

 ２～６ （略） 

 

７ 感染症への対応 

被災地において感染症の発症、拡大がみられる場合は、総務班と健康班が連携して、感染症対

策として必要な措置を講じるよう努める。 

８ ホームレスへの対応 

指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切

に受け入れることとする。 

９ 女性や子供等の安全への配慮 

市は、指定避難所等における女性や子供等に対する性暴力・DVの発生を防止するため、女性用と男性用の

トイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置

する、照明を増設する、性暴力・DVについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女性や子供等の

安全に配慮するよう努めるものとする。 

また、警察、病院、女性支援団体との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努めるものと

する。 
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132 

 

 

 

 

133 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０～１３ （略） 

第６節 災害救助法の適用 （略） 

 

第１ 災害救助法の適用基準 

１ 災害救助法の適用 （略） 

 

第２ 被災世帯の算定基準 

 １ （略） 

２ 住家被害程度の認定 

住家の被害程度の認定を行ううえでのおおよその基準は、次のとおりとする。 

被害の区分 認 定 の 基 準 

全焼、全壊、 

流失 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒壊、

流出、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使

用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流失した部分

の床面積がその住家の延床面積の７０％以上に達した程度のもの、又は住家の主要

な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合

が５０％以上に達した程度のもの 

半焼、半壊 住家がその住居のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊

が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊

部分がその住家の延床面積が２０％以上７０％未満のもの、又は住家の主要な構成

要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が２

０％以上５０％未満のもの 

床上浸水 上記に該当しない場合であって、浸水がその住家の床上以上に達した程度のもの、

又は土砂、材木等の堆積等により一時的に居住することができない状態になったも

の 

床下浸水 浸水が、その住家の床上以上に達しない程度のもの 

一部破損 住家の損壊程度が、半壊に達しない程度のもの 

※ 「住家」とは、現実に居住のために使用している建物をいい、必ずしも１戸の建物に限らない。 

耐火構造のアパート等で、居住の用に供している部屋が遮断、独立しており、日常生活に必要 

な設備を有しているもの等は、それぞれ「１住家」として取り扱うものとする。 

※ 「世帯」とは、生計を１つにしている実際の生活単位をいう。同一家屋内の親子夫婦であって 

も、生活の実態が別々であれば２世帯となる。 

※ 「死者」とは、当該災害が原因で死亡し、遺体を確認したもの、又は遺体を確認することがで 

きないが死亡したことが確実なものをいう。 

※ 「行方不明」とは、当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのあるものをいう。 

※ 「負傷」とは、災害のため負傷し、医師の治療を受ける必要のあるものをいう。また、「重傷」 

とは、１か月以上の治療を要する見込みのものをいい、「軽傷」とは、１か月未満で治ゆできる 

見込みのものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０～１３ （略） 

第６節 災害救助法の適用 （略） 

 

第１ 災害救助法の適用基準 

１ 災害救助法の適用基準 （略） 

 

第２ 被災世帯の算定基準 

 １ （略） 

２ 住家被害程度の認定 

住家の被害程度の認定を行ううえでのおおよその基準は、次のとおりとする。 

被害の程度 認 定 の 基 準 

全壊 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が倒

壊、流出、埋没、焼失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補修により元通り

に再使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流失

した部分の床面積がその住家の延床面積の７０％以上に達した程度のもの、又は

住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住

家の損害割合が５０％以上に達した程度のものとする。 

大規模半壊 

居住する住家が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行

わなければ当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその

住宅の延床面積の５０％以上７０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の

経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が４０％以

上５０％未満のものとする。 

中規模半壊 

居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面する部分

の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住することが

困難なもの。具体的には、損壊部分がその住宅の延床面積の３０％以上５０％未

満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割

合で表し、その住家の損害割合が３０％以上４０％未満のものとする。 

半壊 

住家半壊（半焼）のうち、大規模半壊、中規模半壊を除くもの。具体的には、

損壊部分がその住家の延床面積の２０％以上３０％未満のもの、または住家の主

要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害

割合が２０％以上３０％未満のものとする。 

準半壊 

 住家が半壊又は半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的には、損壊部

分がその住家の延床面積の１０％以上２０％未満のもの、又は住家の主要な構成

要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が１

０％以上２０％未満のものとする。 

準半壊に至ら

ない（一部損

壊） 

全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊又は準半壊に至らない程度の住家の損害で、

補修を必要とする程度のもの 

（注） 

（１） 住家被害戸数については、「独立して家庭生活を営むことができるように建築された建物 

  または、完全に区画された建物の一部」を戸の単位として算定するものとする。 

（２） 損壊とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化が生じることにより、補修 

しなければ元の機能を復元しえない状況に至ったものをいう。 

 （３） 主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部と 

して固定された設備を含む。 
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141 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３～５ （略） 

 

第７節 （略） 

第８節 消火活動 （略） 

第１ （略） 

第２ 消火活動 

１ 地震 

消防本部は、災害により火災が発生した場合は、消防計画等の定めるところにより、全機能をあげて、迅

速かつ的確に消火活動を実施する。 

消火活動に当たっては、効果的な消火に努め、また、避難の勧告・指示等が出された場合は、人命の安全

確保を最大の目的とした避難路確保に全力を尽くして防御にあたる部隊運用を図る。 

消防団は、消防本部と緊密な連携のもとに、消火活動を実施する。 

 

 ２～３ （略） 

 

第９節 危険箇所の対策 

項  目 活    動 担    当 

危険箇所対策 ●危険箇所の警戒・情報収集 

●安全対策の実施・応急措置 

●広報及び避難 

総務班、産業経済部の各班、消防団 

産業経済部の各班、消防団 

総務班、広報班、各担当班 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３～５ （略） 

 

第７節 （略） 

第８節 消火活動 （略） 

第１ （略） 

第２ 消火活動 

１ 地震 

消防本部は、災害により火災が発生した場合は、消防計画等の定めるところにより、全機能をあげて、迅

速かつ的確に消火活動を実施する。 

消火活動に当たっては、効果的な消火に努め、また、避難指示等が出された場合は、人命の安全確保を最

大の目的とした避難路確保に全力を尽くして防御にあたる部隊運用を図る。 

消防団は、消防本部と緊密な連携のもとに、消火活動を実施する。 

 

 ２～３ （略） 

 

第９節 危険箇所の対策 

項  目 活    動 担    当 

危険箇所対策 ●危険箇所の警戒・情報収集 

●安全対策の実施・応急措置 

●広報及び避難 

総務班、環境班、建設班、消防団 

環境班、建設班、消防団 

総務班、広報班、各担当班 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土 砂 災 害 

○ 土石流危険箇所 

○ 急傾斜地崩壊危険箇所 

○ 地すべり危険箇所 

○ 山地災害危険地区 

倒壊危険建物、落下物 

（ブロック塀、ガラス等） 

○ 幹線道路沿線地区の建物 

○ 小中学校通学路沿道の建物 

河川等水防箇所 

○ 河川、ため池 

○ 排水ポンプ・水こう門等 

広 報 及 び 避 難 

危 険 区 域 の 警 戒 

避 難 指 示 等 、 避 難 誘 導 等 

安全対策（立ち入り禁止等）措置・応急措置 

災 害 発 生 

総務班、環境班、建設班、消防団 

総務班、環境班、建設班、消防団 

の情報収集 

土 砂 災 害 

○ 土石流危険箇所 

○ 急傾斜地崩壊危険箇所 

○ 地すべり危険箇所 

○ 山地災害危険地区 

倒壊危険建物、落下物 

（ブロック塀、ガラス等） 

○ 幹線道路沿線地区の建物 

○ 小中学校通学路沿道の建物 

河川等水防箇所 

○ 河川、ため池 

○ 排水ポンプ・水こう門等 

広 報 及 び 避 難 

危 険 区 域 の 警 戒 

避難の勧告・指示等、避難誘導等 

安全対策（立ち入り禁止等）措置・応急措置 

災 害 発 生 

総務班、産業経済部の各班、消防団 

総務班、産業経済部の各班、消防団の情報収集 
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142 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 河川等水防箇所、土砂災害危険箇所、山地災害危険地区 

 

第１ 危険箇所の警戒・情報収集 

 

総務班、産業経済部の各班、消防団は、警戒・情報収集にあたる者の安全を確保したうえで、危険箇所につい

て情報を収集し、把握した危険箇所については応急措置を講ずるものとする。 

 

第２ 安全対策の実施・応急措置 

 

区 分 箇   所 対   応 

土砂災害 ○ 土石流危険区域 

○ 急傾斜地崩壊危険箇所 

○ 地すべり危険箇所 

○ 山地災害危険地区 

○ 立入禁止の措置 

○ 落石防止、降雨対策のためのシート保護 

水防箇所 ○ 河川・ため池 

○ 排水ポンプ・水こう門等 

○ 立入禁止の措置 

○ 水防工法 

危険建物 ○ 幹線沿道の建物 

○ 小中学校通学沿道の建物 

○ 立入禁止の措置 

（建物の高さの１／２の範囲内） 

○ 沿道通行禁止措置の実施 

○ 幹線道路沿道の倒壊危険建物の取り壊し 

（所有者の許可を得て、市が行う。） 

ブロック塀等 ○ 倒壊、落下危険の標識設置 

○ 通学路沿道の建物、構築物の取り壊し 

（所有者の許可を得て、市が行う。） 

 

資料編 河川等水防箇所、排水ポンプ及び水こう門設置箇所、土砂災害危険箇所、 

山地災害危険地区 

 

第３ 広報及び避難 

 

住民に対し広報活動を行い、必要に応じて避難準備情報・避難勧告・避難指示の発令、避難誘導等の措置を行

う。 

○ 広報については、第３節第１「災害情報等の広報」を参照。 

○ 避難の勧告・指示等、避難誘導については、第５節「避難対策」を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 河川等水防箇所、土砂災害危険箇所、山地災害危険地区 

 

第１ 危険箇所の警戒・情報収集 

 

総務班、環境班、建設班、消防団は、警戒・情報収集にあたる者の安全を確保したうえで、危険箇所について

情報を収集し、把握した危険箇所については応急措置を講ずるものとする。 

 

第２ 安全対策の実施・応急措置 

 

区 分 箇   所 対   応 

土砂災害 ○ 土石流危険区域 

○ 急傾斜地崩壊危険箇所 

○ 地すべり危険箇所 

○ 山地災害危険地区 

○ 立入禁止の措置 

○ 落石防止、降雨対策のためのシート保護 

水防箇所 ○ 河川・ため池 

○ 排水ポンプ・水こう門等 

○ 立入禁止の措置 

○ 水防工法 

危険建物 ○ 幹線道路沿道の建物 

○ 小中学校通学路沿道の建物 

○ 立入禁止の措置 

（建物の高さの１／２の範囲内） 

○ 沿道通行禁止措置の実施 

○ 幹線道路沿道の倒壊危険建物の取り壊し 

（所有者の許可を得て、市が行う。） 

ブロック塀等 ○ 倒壊、落下危険の標識設置 

○ 通学路沿道の建物、構築物の取り壊し 

（所有者の許可を得て、市が行う。） 

 

資料編 河川等水防箇所、排水ポンプ及び水こう門設置箇所、土砂災害危険箇所、 

山地災害危険地区 

 

第３ 広報及び避難 

 

住民に対し広報活動を行い、必要に応じて避難準備情報・避難指示の発令、避難誘導等の措置を行う。 

 

○ 広報については、第３節第１「災害情報等の広報」を参照。 

○ 避難指示、避難誘導については、第５節「避難対策」を参照。 
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145 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０節 災害時の医療救護 

 

項  目 活    動 担    当 

応急救護 ●後方医療体制の確立 

●医療班の編成 

●医療品・資機材の調達 

●現地救護所・臨時救護所・助産所の設置 

●現地救護所・臨時救護所の活動 

●後方医療機関への搬送 

健康班、消防本部 

健康班 

健康班、上下水道班 

健康班 

健康班、消防本部 

支援班、税務班、消防団、消防本部 

避難所での医療 ●巡回救護の実施 

●心のケア対策 

健康班 

福祉班、健康班 

 

第１ 後方医療体制の確立 

健康班及び消防本部は、医師会と協力して病院等の被災状況と収容可能ベッド数を速やかに把握し、臨時救護

所から搬送される重傷病者の後方医療機関を確保する。 

なお、後方医療施設については、救急指定病院等とする。 

また、市外の後方医療施設への転送が必要な場合は、県又は近隣市町の委託医療機関での救護を要請する。 

 

第２ 医療班の編成 

１ 出動要請 

健康班は、鳥栖三養基医師会その他関係機関へ医療班の編成及び出動を要請する。 

 

 ２～４ （略） 

 

第３～５ （略） 

 

第６ 後方医療機関への搬送 

 

１ 後方医療機関への搬送 

現地救護所、臨時救護所で治療できない重症者は、適切な後方医療機関へ搬送する。 

 

２ 搬送体制・方法 

救出者、重症者の搬送は、搬送先を考慮して適切な方法で行う。 

なお、自衛隊等のヘリコプターによる搬送が必要と認めるときは、総務班及び消防本部が県に対し出動を

要請し、ドクターヘリによる搬送が必要と認めるときは、消防本部が医療機関に対し出動を要請する。 

 

 

搬送隊（協力者） 主な搬送手段 主な搬送範囲 

自衛隊 ヘリコプター 市外 

佐賀大学医学部附属病院、久留米大学病院 ドクターヘリ 市外 

消防本部、消防団 救急車、タンカ、徒手搬送 市内、市外 

支援班、税務班、警察署、自主防災組織、ボラ

ンティア 

担架、市所有の緊急車両、 

その他の協力団体の緊急車両 

救出現場周辺、 

市内 

 

第７～８ （略） 

 

第１０節 災害時の医療救護 

 

項  目 活    動 担    当 

応急救護 ●後方医療体制の確立 

●医療班の編成 

●医療品・資機材の調達 

●現地救護所・臨時救護所・助産所の設置 

●現地救護所・臨時救護所の活動 

●後方医療施設への搬送 

健康班、消防本部 

健康班 

健康班、上下水道班 

健康班 

健康班、消防本部 

支援班、税務班、消防団、消防本部 

避難所での医療 ●巡回救護の実施 

●心のケア対策 

健康班 

福祉班、健康班 

 

第１ 後方医療体制の確立 

健康班及び消防本部は、医師会と協力して病院等の被災状況と収容可能ベッド数を速やかに把握し、臨時救護

所から搬送される重傷病者の後方医療施設を確保する。 

なお、後方医療施設については、救急指定病院等とする。 

また、市外の後方医療施設への転送が必要な場合は、県又は近隣市町の委託医療機関での救護を要請する。 

 

第２ 医療班の編成 

１ 出動要請 

健康班は、鳥栖三養基医師会その他関係機関に対し、医療班の編成及び出動を要請する。 

 

 ２～４ （略） 

 

第３～５ （略） 

 

第６ 後方医療機関への搬送 

 

１ 後方医療機関への搬送 

現地救護所、臨時救護所で治療できない重症者は、適切な後方医療機関へ搬送する。 

 

２ 搬送体制・方法 

救出者、重症者の搬送は、搬送先を考慮して適切な方法で行う。 

なお、県防災航空センター、又は自衛隊等のヘリコプターによる搬送が必要と認めるときは、総務班及び

消防本部が県に対し出動を要請し、ドクターヘリによる搬送が必要と認めるときは、消防本部が医療機関に

対し出動を要請する。 

 

搬送隊（協力者） 主な搬送手段 主な搬送範囲 

県防災航空隊、自衛隊 ヘリコプター 市外 

佐賀大学医学部附属病院、久留米大学病院 ドクターヘリ 市外 

消防本部、消防団 救急車、タンカ、徒手搬送 市内、市外 

支援班、税務班、警察署、自主防災組織、ボラ

ンティア 

担架、市所有の緊急車両、 

その他の協力団体の緊急車両 

救出現場周辺、 

市内 

 

第７～８ （略） 
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147 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

148 

 

 

 

 

 

 

 

149 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１節 交通管制 

 

項  目 活    動 担    当 

交通対策 ●交通規制 

●緊急輸送道路の確保 

●運転者に対する広報 

建設第２班、消防団、警察署 

建設第１班、建設第２班 

建設第１班、警察署、道路管理者 

 

第１ 交通規制 

１ 交通規制 

次の機関は、交通の混乱を防止し緊急輸送道路を確保するため、交通検問所を設置するなど交通規制を実

施する。 

なお、市道の交通規制は鳥栖警察署長に連絡した後、管理権に基づき市長が実施するものとし、建設第２

班が消防団と協力して交通規制を行うものとする。 

 

（略） 

 

２ 交通規制情報の収集・周知 

建設第２班は、警察署から交通規制の実施状況、交通の状況等の情報を収集し、車両を用いる班に伝達す

る。 

また、交通規制の実施状況については、道路情報センターや報道機関の協力を得て市民等への周知に努め

る。 

 

第２ 緊急輸送道路の確保 

 

１ 道路の確保順位 

建設第１班は、緊急輸送活動を円滑に実施するため、主要な路線において障害物等を除去し、緊急輸送道

路を確保する。 

また、主要な路線を確保することが困難な場合は、代替路線を確保に努める。 

２ （略） 

３ 緊急輸送道路の周知及び交通規制 

建設第２班は、緊急輸送道路について、住民、運転者等に周知徹底する。 

また、緊急輸送道路確保のため、交通を規制する必要があるときは、県公安委員会及び鳥栖警察署長に通

知し、交通規制を行う。（略） 

４ （略） 

 

第３ （略） 

 

第１２節 緊急輸送対策 

 

項  目 活    動 担    当 

輸送対策 ●緊急輸送 

●ヘリポートの設置 

●緊急通行車両の届出 

●緊急輸送実施体制 

●物資輸送拠点の設置 

支援班、税務班、防災関係機関 

建設第２班 

支援班 

支援班 

福祉班 

 

第１１節 交通管制 

 

項  目 活    動 担    当 

交通対策 ●交通規制 

●緊急輸送道路の確保 

●運転者に対する広報 

建設第３班、消防団、警察署 

建設第２班、建設第３班 

建設第３班、警察署、道路管理者 

 

第１ 交通規制 

１ 交通規制 

次の機関は、交通の混乱を防止し緊急輸送道路を確保するため、交通検問所を設置するなど交通規制を実

施する。 

なお、市道の交通規制は鳥栖警察署長に連絡した後、管理者権限に基づき市長が実施するものとし、建設

第３班が消防団と協力して交通規制を行うものとする。 

 

（略） 

 

 ２ 交通規制情報の収集・周知 

建設第３班は、警察署から交通規制の実施状況、交通の状況等の情報を収集し、車両を用いる班に伝達す

る。 

また、交通規制の実施状況については、道路情報センターや報道機関の協力を得て市民等への周知に努め

る。 

 

第２ 緊急輸送道路の確保 

 

１ 道路の確保順位 

建設部各班は、緊急輸送活動を円滑に実施するため、主要な路線において障害物等を除去し、緊急輸送道

路を確保する。 

また、主要な路線を確保することが困難な場合は、代替路線の確保に努める。 

 ２ （略） 

３ 緊急輸送道路の周知及び交通規制 

建設第３班は、緊急輸送道路について、住民、運転者等に周知徹底する。 

また、緊急輸送道路確保のため、交通を規制する必要があるときは、県公安委員会及び鳥栖警察署長に通

知し、交通規制を行う。（略） 

４ （略） 

 

第３ （略） 

 

第１２節 緊急輸送対策 

 

項  目 活    動 担    当 

輸送対策 ●緊急輸送 

●ヘリポートの設置 

●緊急通行車両の届出 

●緊急輸送実施体制 

●物資輸送拠点の設置 

支援班、税務班、防災関係機関 

建設第３班 

支援班 

支援班 

福祉班 

 



- 84 - 

項 現行 修正後 備考 

 

 

 

149 

 

 

 

150 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

151 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

152 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ （略） 

第２ ヘリポートの設置 

建設第２班は、緊急輸送のヘリコプター離着陸場を設置する。 

また、物資投下が可能な場所も選定する。（略） 

第３ 緊急通行車両の届出 

１ 緊急通行車両 

緊急通行車両の

確認 

○ 支援班は、緊急通行車両として使用する場合、県知事又は公安委員会に対し

確認を求め、標章及び確認証明証の交付を受ける。 

○ 交付を受けた標章は、車両の助手席側ウインドガラスの上部の前面から見や

すい箇所に貼付する。証明証は必ず携行し、警察官等から提示を求められたと

きは、これを提示する。 

緊急通行車両の

事前届出 

○ 公安委員会は、市が保有する車両等で、災害対策基本法第５０条第１項に規

定する災害応急対策を実施するために使用する緊急通行車両に該当するかどう

かの審査を行い、届出済証を交付する。 

○ 支援班は、届出済証の交付を受けた車両については、警察本部、警察署又は

交通検問所に当該届出済証を提出して、標章及び確認証明書の交付を受ける。 

 

第４ （略） 

 

第５ 物資輸送拠点の設置 

調達した物資や他市町村等からの救援物資の受入れや保管、配布のための仕分けを行うために、交通や連絡に

便利な次の場所に、物資集積所を設置する。 

詳細については、第１５節第５「食料の確保・供給」、第１５節第８「生活必需品の確保・供給」、第１５節第

９「義援物資・義援金の受入れ・配分」を参照。 

 

○ 小中学校等の指定避難所、又はその周辺で物資を集積するスペースを確保できる場所に設置する。 

○ その他、必要に応じて民間の倉庫等に受入れ等の要請を行う。 

 

 

第１３節 ライフラインの応急対策 

 

項  目 活    動 担    当 

上水道 ●上水道の応急・復旧対策 上下水道班 

下水道 ●下水道の応急・復旧対策 上下水道班 

工業用水道 ●工業用水道の応急・復旧対策 工業用水道事業者 

電気 ●電気の応急・復旧対策 九州電力㈱ 

電話 ●電話の応急・復旧対策 西日本電信電話㈱等 

ガス ●ガスの応急・復旧対策 鳥栖ガス㈱等 

鉄道 ●鉄道の応急・復旧対策 九州旅客鉄道、日本貨物鉄道九州支社 

 

 

第１～４ （略） 

 

第５ 電話の応急・復旧対策 

 

第１ （略） 

第２ ヘリポートの設置 

建設第３班は、緊急輸送のヘリコプター離着陸場を設置する。 

また、物資投下が可能な場所も選定する。（略） 

第３ 緊急通行車両の届出 

１ 緊急通行車両 

緊急通行車両の

確認 

○ 支援班は、緊急通行車両として使用する場合、県知事又は公安委員会に対し

確認を求め、標章及び確認証明書の交付を受ける。 

○ 交付を受けた標章は、車両の助手席側ウインドガラスの上部の前面から見や

すい箇所に貼付する。証明書は必ず携行し、警察官等から提示を求められたと

きは、これを提示する。 

緊急通行車両の

事前届出 

○ 公安委員会は、市が保有する車両等で、災害対策基本法第５０条第１項に規

定する災害応急対策を実施するために使用する緊急通行車両に該当するかどう

かの審査を行い、届出済証を交付する。 

○ 支援班は、届出済証の交付を受けた車両については、警察本部、警察署又は

交通検問所に当該届出済証を提出して、標章及び確認証明書の交付を受ける。 

 

第４ （略） 

 

第５ 物資輸送拠点の設置 

調達した物資や他市町村等からの救援物資の受入れや保管、配布のための仕分けを行うために、交通や連絡に

便利な次の場所に、物資集積所を設置する。 

詳細については、第１５節第５「食料の確保・供給」、第１５節第８「生活必需品の確保・供給」、第１５節第

９「義援物資・義援金の受入れ・配分」を参照。 

 

○ 小中学校等の指定避難所、又はその周辺で物資を集積するスペースを確保できる場所に設置する。 

○ その他、必要に応じて民間の倉庫等に受入れ等の要請を行う。 

  （地震等の災害発生時における市民生活の支援に関する協定：大和ハウス工業株式会社） 

 

第１３節 ライフラインの応急対策 

 

項  目 活    動 担    当 

上水道 ●上水道の応急・復旧対策 上下水道班 

下水道 ●下水道の応急・復旧対策 上下水道班 

工業用水道 ●工業用水道の応急・復旧対策 工業用水道事業者 

電気 ●電気の応急・復旧対策 九州電力㈱ 

電話 ●電話の応急・復旧対策 西日本電信電話㈱等 

ガス ●ガスの応急・復旧対策 鳥栖ガス㈱等 

鉄道 ●鉄道の応急・復旧対策 
九州旅客鉄道㈱ 

日本貨物鉄道㈱九州支社 

 

第１～４ （略） 

 

第５ 電話の応急・復旧対策 
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153 

154 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

158 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱及びソフトバンクモバイル㈱は、災害が発生した場合は、あ

らかじめ作成している防災業務計画等に基づき、速やかに応急・復旧対策を実施する。 

また、市民に対し、被害状況や復旧の見通し等を広報する。 

 

１ （略） 

 

２ 復旧対策 

次の復旧対策を実施する。 

 

○ 災害救助、秩序の維持等の緊急社会活動のため必要と認められる最小限の回線の復旧 

○ 災害救助、秩序の維持、交通、通信、電力の供給確保及び災害情報の収集等社会活動のため必要と認

められる回線の復旧 

○ 公衆電話及び平常の通信サービスを維持するに必要と認められる回線の復旧 

 

第６～７ （略） 

 

第１４節 公共施設等の応急対策 （略） 

 

第１～６ （略） 

 

第１５節 生活救援対策 

 

項  目 活    動 担    当 

飲料水、生活用

水の供給 

●緊急給水 

●飲料水、生活用水の給水 

上下水道班 

広報班、収容各班、上下水道班 

食料の供給 ●食料等の応急配給 

 

●食料の需要の把握 

●食料の確保・供給 

●炊き出しの実施 

総務班、支援班、市民各班、税務班、福祉班、 

収容各班 

総務班、支援班、市民各班、福祉班、収容各班 

支援班、市民各班、税務班、福祉班、収容各班 

こども班、収容第３班 

生活必需品の

供給 

●生活必需品の需要の把握 

●生活必需品の確保・供給 

総務班、支援班、福祉班、収容各班 

支援班、税務班、福祉班、収容各班 

救援物資の受

入れ 

●義援物資・義援金の受入れ・配

分 

広報班、出納班、税務班、福祉班 

災害総合窓口 ●災害時総合相談窓口業務 市民第１班、各課等 

 

 

第１ （略） 

 

 １ （略） 

 

 ２ 給水方法 

上下水道班は、班所有の資機材、車両を用いて給水を行う。 

また、緊急災害用浄水装置を用いて、雑用水源の活用を図る。 

 

 

西日本電信電話㈱、㈱ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ㈱及びソフトバンク㈱は、災害が発生した場合は、あらかじめ

作成している防災業務計画等に基づき、速やかに応急・復旧対策を実施する。 

また、市民に対し、被害状況や復旧の見通し等を広報する。 

 

１ （略） 

 

２ 復旧対策 

次の復旧対策を実施する。 

 

○ 災害救助、秩序の維持等の緊急社会活動のため必要と認められる最小限の回線の復旧 

○ 災害救助、秩序の維持、交通、通信、電力の供給確保及び災害情報の収集等社会活動のため必要と認

められる回線の復旧 

○ 公衆電話及び平常の通信サービスを維持するのに必要と認められる回線の復旧 

 

第６～７ （略） 

 

第１４節 公共施設等の応急対策 （略） 

 

第１～６ （略） 

 

第１５節 生活救援対策 

 

項  目 活    動 担    当 

飲料水、生活用

水の供給 

●緊急給水 

●飲料水、生活用水の給水 

上下水道班 

広報班、収容各班、上下水道班 

食料の供給 ●食料等の応急配給 

 

●食料の需要の把握 

●食料の確保・供給 

●炊き出しの実施 

総務班、支援班、市民各班、税務班、福祉班、 

収容各班 

総務班、支援班、市民各班、福祉班、収容各班 

支援班、市民各班、税務班、福祉班、収容各班 

こども班、収容第３班 

生活必需品の

供給 

●生活必需品の需要の把握 

●生活必需品の確保・供給 

総務班、支援班、福祉班、収容各班 

支援班、税務班、福祉班、収容各班 

救援物資の受

入れ 

●義援物資・義援金の受入れ・配

分 

広報班、出納班、税務班、福祉班 

災害総合窓口 ●災害時総合相談窓口業務 市民第１班、各課等 

罹災証明 ●罹災証明 総務班、消防本部 

 

第１ （略） 

 

 １ （略） 

 

 ２ 給水方法 

上下水道班は、班所有の資機材、車両を用いて給水を行う。 
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159 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

160 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

161 

 

 

 

 

第２ 飲料水、生活用水の給水 

１ 給水源の確保 

（１）災害発生後、直ちに水源地、導水ポンプ及び連絡管等の異常を調査し、漏水を確認した時はバルブ操作

により給水源を確保する。 

（２）専用水道や家庭の井戸等の利用等により、給水源の確保に努める。 

（３）受水槽、プール等を補給給水源として使用する場合、緊急災害用浄水装置や塩素剤による消毒を行う。 

（４）上下水道局長と協議し、取水基地、取水計画等を定める。 

（５）復旧に時間を要する地域や多量の水を必要とする医療機関等の断水に対しては、協力団体への応援を求

め、巡回給水や応急仮配管による応急給水を行う。 

 

２～７ （略） 

 

８ 給水の方法 

（１）給水所への運搬 

飲料水等の給水所への運搬は、税務班、上下水道班、ボランティア及び応援団体等が配水池から給水車、

トラック等の車両及び給水容器等を使用して行う。 

 

（２）給水所での給水 

給水所での給水は、避難所に派遣された職員、消防団、自主防災組織及びボランティア等の協力を得て、

市民自らが持参した容器に給水する。 

また、不足する場合には、給水袋等を使用する。 

 

【飲料水・生活用水の供給の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ （略） 

 

第３～４ （略） 

 

第５ 食料の確保・供給 

 １～３ 

４ 食料供給活動の実施 （略） 

（１）食料の輸送 

食料供給に関する輸送業務は業者が行うが、必要な場合は税務班も行うものとする。 

また、市で調達した食料及び県等から支給を受けた食料の輸送は、税務班が管理する。 

 （２）～（４）（略） 

 

第６～７ （略） 

 

第２ 飲料水、生活用水の給水 

１ 給水源の確保 

（１）災害発生後、直ちに水源地、導水ポンプ及び連絡管等の異常を調査し、漏水を確認した時はバルブ操作

により給水源を確保する。 

（２）専用水道や家庭の井戸等を利用等により、給水源のの周知に努める。 

（３）受水槽、プール等を補給給水源として使用する場合、塩素剤による消毒を行う。 

（４）上下水道局長と協議し、取水基地、取水計画等を定める。 

（５）復旧に時間を要する地域や多量の水を必要とする医療機関等の断水に対しては、協力団体への応援を求

め、巡回給水や応急仮配管による応急給水を行う。 

 

 ２～７ （略） 

 

８ 給水の方法 

（１）給水所への運搬 

飲料水等の給水所への運搬は、税務班、上下水道班、ボランティア及び応援団体等が配水池から給水車、

トラック等の車両及び給水容器等を使用して行う。 

 

（２）給水所での給水 

給水所での給水は、避難所に派遣された職員、消防団、自主防災組織及びボランティア等の協力を得て、

市民自らが持参した容器に給水する。 

また、不足する場合には、給水袋等を使用する。 

 

【飲料水・生活用水の供給の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ （略） 

 

第３～４ （略） 

 

第５ 食料の確保・供給 

 １～３ 

４ 食料供給活動の実施 （略） 

（１）食料の輸送 

食料供給に関する輸送業務は業者が行うが、必要な場合は税務班も行うものとする。 

また、市で調達した食料及び県等から支給を受けた食料の輸送は、税務班が行う。 

 （２）～（４）（略） 

 

第６～７ （略） 

 

 

（必要に応じて被災地等にも 

給水所を設置） 

① 需要調査 

⑤ 給水 

避難所・給水所 
 

② 給水計画 

○ 給水所の設置等 

③ 給水のための輸送 

④ 住民への広報 

災害対策本部 
 

（必要に応じて被災地等にも 

給水所を設定） 

① 需要調査 

⑤ 給水 

避難所・給水所 
 

② 給水計画 

○ 給水所の設定等 

③ 給水のための輸送 

④ 住民への広報 

災害対策本部 
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164 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８ 生活必需品の確保・供給 

１～２ （略） 

 

３ 集積・配分 

生活必需品は、災害の状況に応じて交通及び連絡に便利な公共施設、その他の適当な場所とし、福祉班が

管理する。 

また、輸送が必要な時は、税務班、ボランティア等が行う。 

 

４ 購入による供給 

購入による供給は、災害救助法の供給、貸与の基準の範囲内で行う。 

 

 

 

 

 

 

資料編 災害救助法による救助内容 

 

５ 県からの生活必需品の調達 

県は、市から要請があった場合、又は自ら必要と認める場合は、必要な供給品目、数量等の把握に努めつ

つ、自ら備蓄していた生活必需品等を放出し、又は「災害時における物資の調達に関する協定」を締結して

いる事業者など、あらかじめ把握していた調達可能業者等から調達し、市に供給する。 

また、県内の他の市町に対し、備蓄品の放出及び業者からの調達を要請する。 

これらの措置を講じてもなお不足する場合は、「九州・山口９県災害時応援協定」及び「関西広域連合と九

州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定」に基づき、応援を要請する。 

 

６ （略） 

 

第９ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８ 生活必需品の確保・供給 

１～２ （略） 

 

３ 集積・配分 

生活必需品の集積場所は、災害の状況に応じて交通及び連絡に便利な公共施設、その他の適当な場所とし、

福祉班が管理する。 

また、輸送が必要な時は、税務班、ボランティア等が行う。 

 

４ 購入による供給 

生活必需品の購入による供給は、災害救助法の供給、貸与の基準の範囲内で行う。 

 

 

 

 

 

 

資料編 災害救助法による救助内容 

 

５ 県からの生活必需品の調達 

県は、市から要請があった場合、又は自ら必要と認める場合は、必要な供給品目、数量等の把握に努めつ

つ、自ら備蓄していた生活必需品等を放出し、又は「災害時における物資の調達に関する協定」を締結して

いる事業者など、あらかじめ把握している調達可能業者等から調達し、市に供給する。 

また、県内の他の市町に対し、備蓄品の放出及び業者からの調達を要請する。 

これらの措置を講じてもなお不足する場合は、「九州・山口９県災害時応援協定」及び「関西広域連合と九

州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定」に基づき、応援を要請する。 

 

６ （略） 

 

第９ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 購入計画の作成（支援班） 

（世帯構成員別の被害状況等による） 

 

○ 配分・配布（被災者へ） 

（市民各班、福祉班、収容各班） 
○ 県による配分計画 

○ 購入計画の作成（支援班） 

（世帯構成員別の被害状況等による） 

 

○ 配分・配布（被災者へ） 

（市民各班、福祉班、収容各班） 
○ 県による配分計画 
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166 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

167 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０ 災害時総合相談窓口業務 

１ 開設 （略） 

【各課の相談事項】 

総務課・税務課 り災証明の発行・判定結果・再調査の申請、税の減免 

社 会 福 祉 課 福祉全般、被災者生活再建 

こども育成課 保育、育児 

健 康 増 進 課 医療、健康 

市民協働推進課 法律相談、分掌の明らかでない事項に関する相談 

市 民 課 遺体の埋火葬許可、要捜索者名簿の閲覧、外国人 

国 保 年 金 課 国民健康保険、国民年金 

環 境 対 策 課 環境衛生全般 

商 工 振 興 課 商工業全般 

農 林 課 農林業全般、農業土木 

建 設 課 建物危険度判定、応急仮設住宅、市営住宅、道路、被害家屋の解体 

上 下 水 道 局 水道、給水、下水道、農業集落排水 

学 校 教 育 課 教育相談 

生 涯 学 習 課 文化財 

消 防 本 部 り災証明の発行（火災） 

 

 

 ２～４ （略） 

 

第１１ り災証明 

１ り災証明書の発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０ 災害時総合相談窓口業務 

１ 開設 （略） 

【各課の相談事項】 

総務課・税務課 罹災証明の発行・判定結果・再調査の申請、税の減免 

地 域 福 祉 課 

高齢障害福祉課 
福祉全般、救助物資の管理・支給、被災者生活再建 

こども育成課 保育、育児相談 

健 康 増 進 課 カウンセリング（保健師他、ボランティア等の協力を得て行う。）、医療、健康 

市民協働推進課 法律相談、分掌の明らかでない事項に関する相談 

市 民 課 遺体の埋火葬許可、要捜索者名簿の閲覧、外国人からの問い合わせ 

国 保 年 金 課 国民健康保険、国民年金 

環 境 対 策 課 環境衛生全般 

商 工 振 興 課 商工業全般 

農 林 課 農林業全般、農業土木 

建 設 課 建物危険度判定、応急仮設住宅、市営住宅、道路、被害家屋の解体 

都 市 計 画 課 都市計画 

上 下 水 道 局 水道、給水、下水道、 

学 校 教 育 課 教育相談 

生 涯 学 習 課 文化財 

消 防 本 部 罹災証明の発行（火災） 

 ２～４ （略） 

 

第１１ 罹災証明 

１ 罹災証明書の発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【判定変更あり】 

【判定変更なし】 

※ 中間調査、確定調査は、第２節第２・第３を参照 

災害発生 

初回被害家屋調査 

罹災台帳の作成 

【判定に不服の場合】 

再調査の申出の受付け 

第２回被害家屋調査（再調査） 

罹災台帳の修正 
罹災証明の発行（市長、消防長） 

罹災証明書発行台帳の整備 

【判定変更あり】 

【判定変更なし】 

※ 中間調査、確定調査は、第２節第２・第３を参照 

災害発生 

中間調査 

り災台帳の作成 

【判定に不服の場合】 

再調査の申出の受付け 

確定調査 

り災台帳の修正 
り災証明の発行（市長、消防長） 

り災証明書発行台帳の整備 
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168 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）対象 

災害対策基本法第２条第１項に規定する災害により被害を受けた家屋については、次の項目の「り災証

明」を行うものとする。 

 

○ 全壊、流失、大規模半壊、半壊、床上浸水、一部損壊、床下浸水、火災による全焼、 

半焼、水損 

 

（２）発行者 

り災証明は市長が行う。なお、火災によるり災証明は消防長が行う。 

 

（３）証明書の発行 

総務班は、税務班が作成した「り災台帳」を確認のうえ、被災者の申請により「り災証明書」を発行す

る。 

なお、「り災台帳」により確認ができない場合については、申請者の立証資料（写真）等をもとに、客観

的に判断できるときは「り災証明書」を発行することができる。 

 

 

 

 

 

 

資料編 り災証明書 

 

 

（４）り災証明に関する相談・再調査の受付け 

税務班は、り災証明に不服がある場合の再調査等を受け付ける相談窓口を設置して、被災者に対応する。 

また、り災証明に不服がある場合や第１次調査が物理的にできなかった家屋については、再調査を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）対象 

災害対策基本法第２条第１項に規定する災害により被害を受けた家屋については、次の項目の「罹災証

明」を行うものとする。 

 

○ 全壊、流失、大規模半壊、中規模半壊、半壊、床上浸水、一部損壊、床下浸水、 

火災による全焼、半焼、水損 

 

（２）発行者 

罹災証明は市長が行う。なお、火災による罹災証明は消防長が行う。 

 

（３）証明書の発行 

総務班は、税務班が作成した「罹災台帳」を確認のうえ、被災者の申請により「罹災証明書」を発行す

る。 

なお、「罹災台帳」により確認ができない場合については、申請者の立証資料（写真）等をもとに、客観

的に判断できるときは「罹災証明書」を発行することができる。 

 

 

 

 

 

 

資料編 罹災証明書 

 

 

（４）罹災証明に関する相談・再調査の受付け 

税務班は、罹災証明に不服がある場合の再調査等を受け付ける相談窓口を設置して、被災者に対応する。 

また、罹災証明に不服がある場合や第１次調査が物理的にできなかった家屋については、再調査を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 民 総務班 
り災台帳 

（税務班） 

り災証明書 

り災証明願 

確認 
市 民 総務班 

罹災台帳 

（税務班） 

罹災証明書 

罹災証明願 

確認 

※ 火災は、消防本部 

市 民 総務班 
り災台帳 

（税務班） 

り災証明書 

り災証明願 

確認 
市 民 総務班 

り災台帳 

（税務班） 

り災証明書 

り災証明願 

確認 

※ 火災は、消防本部 
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169 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

171 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１６節 災害時における「住」対策 

 

項  目 活    動 担    当 

被災住宅の修理等 ●被災住宅の解体、撤去 

●被災住宅の応急修理 

建設第１班 

建設第１班 

応急仮設住宅の設置 ●応急仮設住宅の需要の把握 

●応急仮設住宅の用地の確保及び建設 

●応急仮設住宅に入居者の募集・選定 

広報班、福祉班、収容各班 

建設第１班 

福祉班、収容各班、建設第１班 

住宅の確保 ●公営・民間住宅の確保 

●公営・民間住宅の入居者の選定 

建設第１班 

建設第１班 

 

第１ 被災住宅の解体、撤去 

 

建設第２班は、危険と判断される被災した住宅の所有者に対して、解体、撤去の措置を促すものとする。 

また、自力で撤去できないと市長（本部長）が必要と認めた場合については、建設第２班が解体、撤去を行う

ものとする。 

なお、作業計画は、第１７節第６「災害廃棄物処理の計画・実施」との整合性を確保しながら行うものとする。 

 

第２ （略） 

 

第３ 応急仮設住宅の需要の把握 

 

１ 需要の把握 

福祉班、収容各班は、災害発生後速やかに、応急仮設住宅への入居希望者を把握する。 

調査方法については、広報班において入居の資格基準及び該当者等を広報した後、入居希望者を避難所等

で受付ける。 

なお、入居希望者については、被災者が災害時に市内に居住していれば、住民登録の有無を問わないもの

とする。 

 ２ （略） 

 

第４ 応急仮設住宅の用地の確保及び建設 

 １～２ （略） 

３ 建設の実施 

（１）～（２） （略） 

（３）建設期間 

災害発生日から、２０日以内を目標に着工し、速やかに完成する。 

 （４） （略） 

 

 ４～６ （略） 

 

第５～７ （略） 

 

第１７節 災害時の環境・衛生対策 

 

第１ （略） 

 

第１６節 災害時における「住」対策 

 

項  目 活    動 担    当 

被災住宅の修理等 ●被災住宅の解体、撤去 

●被災住宅の応急修理 

建設第１班 

建設第１班 

応急仮設住宅の設置 ●応急仮設住宅の需要の把握 

●応急仮設住宅の用地の確保及び建設 

●応急仮設住宅に入居者の募集・選定 

広報班、福祉班、収容各班 

建設第１班 

福祉班、建設第１班、収容各班 

住宅の確保 ●公営・民間住宅の確保 

●公営・民間住宅の入居者の選定 

建設第１班 

建設第１班 

 

第１ 被災住宅の解体、撤去 

 

建設第１班は、危険と判断される被災した住宅の所有者に対して、解体、撤去の措置を促すものとする。 

また、所有者が自力で撤去できないと市長（本部長）が判断し、必要と認めた場合については、建設第１班が

解体、撤去を行うものとする。 

なお、作業計画は、第１７節第６「災害廃棄物処理の計画・実施」との整合性を確保しながら行うものとする。 

 

第２ （略） 

 

第３ 応急仮設住宅の需要の把握 

 

１ 需要の把握 

福祉班、収容各班は、災害発生後速やかに、応急仮設住宅への入居希望者を把握する。 

調査方法については、広報班において入居の資格基準及び該当者要件等を広報した後、入居希望者を避難

所等で受付ける。 

なお、入居希望者については、被災者が災害時に市内に居住していれば、住民登録の有無を問わないもの

とする。 

 ２ （略） 

 

第４ 応急仮設住宅の用地の確保及び建設 

 １～２ （略） 

３ 建設の実施 

（１）～（２） （略） 

（３）建設期間 

災害発生日から、２０日以内を目標に着工し、速やかに完成させる。 

 （４） （略） 

 

 ４～６ （略） 

 

第５～７ （略） 

 

第１７節 災害時の環境・衛生対策 

 

第１ （略） 
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173 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

175 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

176 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 被災地の保健衛生・防疫活動 

１ （略） 

２ 防疫活動 

健康班及び環境班は、県の指示に基づき防疫活動を実施する。 

（１）消毒の実施 

県は、感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要があると認められるときは、感染症

法第２７条の規定により、次のような地域等の管理者等に対して消毒を命じる。 

ただし、命令による消毒が困難な場合は、県は市に対し消毒の指示を行う。 

なお、消毒の実施に当たっては、同法施行規則第１４条の規定により行う。 

○ 感染病が発生した地域 

○ 水害により下水道や道路側溝等、家屋周辺が不衛生になった箇所 

○ 汚染のおそれ、あるいは疑いのある井戸のある地域 

○ 浸水、倒壊家屋、下水その他が不衛生となり、消毒を必要とするとき 

○ 土壌還元によるし尿処理を行うとき 

○ 鼠、昆虫が多量に発生したとき 

○ 廃棄物の処理が間に合わず、路上に堆積されたとき 

○ 避難所、便所その他不衛生な場所 

 （２）（略） 

 ３～７ （略） 

 

第３ （略） 

 

第４ し尿の収集・処理 

し尿の収集・処理は、市内し尿収集業者と協力して実施する。 

○ 処理施設被害状況、災害廃棄物の発生量見込み等を把握する。 

○ 予め定めた災害廃棄物処理計画に基づき、災害廃棄物の発生見込み量、避難所、仮設トイレの状況により

し尿処理実施方針を立て、収集運搬及び処分する。 

○ 水害等により冠水した地区については、便槽が満水しているおそれがあるため、優先的に汲み取りを行う。 

○ 収集運搬車及び人員の確保するとともに適正に配置する。 

○ 必要な場合、近隣市町、関係業者に応援を要請し、対応できない場合には県へ支援要請する。 

○ 必要に応じ、地域内に臨時貯留槽を設置する。 

 

第５ （略） 

 

第６ 災害廃棄物処理の計画・実施 

 

１～３ （略） 

 

４ 広域的な処理 

廃棄物の量が膨大であるなど、市内のみでの処理が困難な場合は、県へ応援を要請する。 

県は、必要に応じ、「地震等大規模災害時における災害廃棄物の処理等の協力に関する協定」に基づき、一

般社団法人佐賀県産業廃棄物協会に要請を行うなど、県内市町や関係団体に対して広域的な応援要請を行う

とともに、応援活動の全体調整を行う。 

また、県内市町の応援のみでは処理が困難であると認められる場合には、広域的な処理体制を確保するた

め、必要に応じ近隣他県や国へ支援要請を行う。 

 

 

第２ 被災地の保健衛生・防疫活動 

１ （略） 

２ 防疫活動 

健康班及び環境班は、県の指示に基づき防疫活動を実施する。 

（１）消毒の実施 

県は、感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要があると認められるときは、感染症

法第２７条の規定により、次のような地域等の管理者等に対して消毒を命じる。 

ただし、命令による消毒が困難な場合は、県は市に対し消毒の指示を行う。 

なお、消毒の実施に当たっては、同法施行規則第１４条の規定により行う。 

○ 感染症が発生した地域 

○ 水害により下水道や道路側溝等、家屋周辺が不衛生になった箇所 

○ 汚染のおそれ、あるいは疑いのある井戸のある地域 

○ 浸水、倒壊家屋、下水その他が不衛生となり、消毒を必要とするとき 

○ 土壌還元によるし尿処理を行うとき 

○ 鼠、昆虫が多量に発生したとき 

○ 廃棄物の処理が間に合わず、路上に堆積されたとき 

○ 避難所、便所その他不衛生な場所 

 （２）（略） 

 ３～７ （略） 

 

第３ （略） 

 

第４ し尿の収集・処理 

し尿の収集・処理は、市内し尿収集業者と協力して実施する。 

○ 処理施設被害状況、災害廃棄物の発生量見込み等を把握する。 

○ 予め定めた災害廃棄物処理計画に基づき、災害廃棄物の発生見込み量、避難所、仮設トイレの状況により

し尿処理実施方針を立て、収集運搬及び処分する。 

○ 水害等により冠水した地区については、便槽が満水しているおそれがあるため、優先的に汲み取りを行う。 

○ 収集運搬車及び人員を確保するとともに適正に配置する。 

○ 必要な場合、近隣市町、関係業者に応援を要請し、対応できない場合には県へ支援要請する。 

○ 必要に応じ、地域内に臨時貯留槽を設置する。 

 

第５ （略） 

 

第６ 災害廃棄物処理の計画・実施 

 

１～３ （略） 

 

４ 広域的な処理 

廃棄物の量が膨大であるなど、市内のみでの処理が困難な場合は、県へ応援を要請する。 

県は、必要に応じ、「地震等大規模災害時における災害廃棄物の処理等の協力に関する協定」に基づき、一

般社団法人佐賀県産業資源循環協会に要請を行うなど、県内市町や関係団体に対して広域的な応援要請を行

うとともに、応援活動の全体調整を行う。 

また、県内市町の応援のみでは処理が困難であると認められる場合には、広域的な処理体制を確保するた

め、必要に応じ近隣他県や国へ支援要請を行う。 
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187 

 

 

第７ 遺体の処置 

１ 検視・検案 

発見した遺体は、現地において警察官が死体取扱規則及び検視規則等に基づき検視を行うとともに、医師

による検案を実施する。 

なお、現地での検視・検案が困難な場合は、遺体を一時収容できる安置所に搬送して検視・検案行う。 

また、環境班は遺体調書を作成する。 

 

第８ （略） 

 

第１８節 （略） 

 

第１９節 要配慮者支援対策 

 

第１～５ （略） 

 

第６ 巡回ケア対策及び広報・相談窓口の設置 

 

１ 巡回ケア対策 

健康班は、避難所、その他の要配慮者の所在地において、要配慮者向け巡回ケアサービスを関係機関と協

力して実施する。 

 

○ 各要配慮者支援組織による全般的なケア対策 

○ ケースワーカーやカウンセラー等による全般的な生活相談業務 

○ 医師会（医療班を中心として）等との連携・協力による健康チェック 

○ ヘルパー、ボランティアの派遣による生活介助 

○ 障害者施設職員等の協力による生活環境チェック 

 ２ （略） 

 

第７～８ （略） 

 

第２０節 （略） 

 

第２１節 農産物等対策 

 

（略） 

 

第１ 農産物応急対策 

 

１〜２ （略） 

 

３ 営農指導等 

市は、東部土木事務所や三神農業振興センターと連携して、被害の状況を速やかに把握し、被害実態に応じた技

術対策、営農指導を行うものとする。 

 

第２２節 危険物等の保安計画 （略） 

 

第１ （略） 

第７ 遺体の処置 

１ 検視・検案 

発見した遺体は、現地において警察官が死体取扱規則及び検視規則等に基づき検視を行うとともに、医師

による検案を実施する。 

なお、現地での検視・検案が困難な場合は、遺体を一時収容できる安置所に搬送して検視・検案を行う。 

また、環境班は遺体調書を作成する。 

 

第８ （略） 

 

第１８節 （略） 

 

第１９節 要配慮者支援対策 

 

第１～５ （略） 

 

第６ 巡回ケア対策及び広報・相談窓口の設置 

 

１ 巡回ケア対策 

健康班は、避難所、その他の要配慮者の所在地において、要配慮者向け巡回ケアサービスを関係機関と協

力して実施する。 

 

○ 各要配慮者支援組織による全般的なケア対策 

○ ケースワーカーやカウンセラー等による全般的な生活相談業務 

○ 医師会（医療班を中心として）等との連携・協力による健康チェック 

○ ホームヘルパー、ボランティアの派遣による生活介助 

○ 障害者施設職員等の協力による生活環境チェック 

 ２ （略） 

 

第７～８ （略） 

 

第２０節 （略） 

 

第２１節 農産物等対策 

 

（略） 

 

第１ 農産物応急対策 

 

１〜２ （略） 

 

３ 営農指導等 

市は、三神農業振興センターと連携して、被害の状況を速やかに把握し、被害実態に応じた技術対策、営農指導

を行うものとする。 

 

第２２節 危険物等の保安計画 （略） 

 

第１ （略） 
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第２ 高圧ガスの保安 

１ 被害状況の把握、連絡 

高圧ガスを製造する者、販売する者、消費する者、高圧ガスの貯蔵又は充てん容器の所有者若しくは占有

者（以下「高圧ガス事業者」という。）高圧ガス事業者は、災害により施設等に被害が発生したときは、災害

の発生の防止のためあらかじめ定められた連絡体制により、被害状況の収集に努める。 

また、防災関係機関に対し連絡する。 

 ２～３ （略） 

 

 

第３ 石油類及び化学製品類の保安 

１～２ （略） 

 

３ その他の応急措置 

市又は消防本部は、必要に応じ、危険物施設の管理者等に対し、適切な指導を行うとともに、災害の拡大

を防止するための消防活動、負傷者等の救助、警戒区域の設定、広報活動及び避難の指示等必要な応急対策

を実施する。 

警察署は、必要に応じ、火薬類に対する応急措置に準じた措置を講じる。 

 

第４～５ （略） 

 

第２３節 石油等の大量流出の防除対策計画 （略） 

 

第１ 石油等の大量流出の防除対策 

 

１ 通報連絡 

石油等の大量流出が発生した場合は、その発生及び災害の状況についての関係機関への連絡通報は、次に

より行うこととする。 

 

（１）通報連絡の内容 

○ 石油等が流出した石油等の取扱事業所の名、流出石油等の種類及び量 

○ 発生日時及び場所 

○ 石油等の流出の概要 

○ 気象、海象の状況 

○ 流出石油等の状況 

○ 今後予想される災害 

○ その他必要な事項 

 （２） （略） 

 ２ （略） 

 

第２４節 応急金融対策 （略） 

 

第１ 応急金融対策 （略） 

 

１ 通貨供給の確保 （略） 

（１）（略） 

（２）輸送、通信手段の確保 

 

第２ 高圧ガスの保安 

１ 被害状況の把握、連絡 

高圧ガスを製造する者、販売する者、消費する者、高圧ガスの貯蔵又は充てん容器の所有者若しくは占有

者（以下「高圧ガス事業者」という。）は、災害により施設等に被害が発生したときは、災害の発生の防止の

ためあらかじめ定められた連絡体制により、被害状況の収集に努める。 

また、防災関係機関に対し連絡する。 

 ２～３ （略） 

 

第３ 石油類及び化学製品類の保安 

１～２ （略） 

 

３ その他の応急措置 

市又は消防本部は、必要に応じ、危険物施設の管理者等に対し、適切な指導を行うとともに、災害の拡大

を防止するための消防活動、負傷者等の救助、警戒区域の設定、広報活動及び避難の指示等必要な応急措置

を実施する。 

警察署は、必要に応じ、火薬類に対する応急措置に準じた措置を講じる。 

 

第４～５ （略） 

 

第２３節 石油等の大量流出の防除対策計画 （略） 

 

第１ 石油等の大量流出の防除対策 

 

１ 通報連絡 

石油等の大量流出が発生した場合は、その発生及び災害の状況についての、関係機関への通報連絡は、次

により行うこととする。 

 

（１）通報連絡の内容 

○ 石油等が流出した石油等の取扱事業所の名称、流出石油等の種類及び量 

○ 発生日時及び場所 

○ 石油等の流出の概要 

○ 気象、海象の状況 

○ 流出石油等の状況 

○ 今後予想される災害 

○ その他必要な事項 

 （２） （略） 

 ２ （略） 

 

第２４節 応急金融対策 （略） 

 

第１ 応急金融対策 （略） 

 

１ 通貨供給の確保 （略） 

（１）（略） 

（２）輸送、通信手段の確保 

被災地における現金供給のため、緊急に現金を輸送し、又は通信を行う必要があるときは、関係行政機
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191 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

192 

被災地における現金供給のため、緊急に現金を輸送し、又は通信を行う必要があるときは、関係行政機

関等と密接に連絡のうえ、各種輸送、通信手段の活用を図る。 

（３）（略） 

２ 非常金融措置 （略） 

（１）非常金融措置の実施に係る要請 

被災者の便宜を図るため、必要に応じ金融機関相互間の申合せ等により、次のような非常措置を適切に

講じるよう要請する。 

 

 （２）（略） 

 

 

 

 

第２５節 災害応急対策の実施に係るタイムスケジュール 

 

被災地の時間・空間は有限の資源であるため、災害発生時・発生後の各段階に応じた前節までにおける災害応

急対策作業の優先順位を理解し、行動しなければならない。 

特に、風水害、地震の発災当初の７２時間は、救命・救助活動において極めて重要な時間帯であることを踏ま

え、人命救助及びこのために必要な活動に人的・物的資源を優先的に配分する必要がある。 

災害発生前から発生時、発生後の各段階において着手すべき市災害対策本部の業務については、概ね次のとお

りである。 

ただし、その災害の状況等により、柔軟に対応を変える必要があることにも留意が必要である。 

 

１ 災害の発生や避難に備え、警戒が必要な時期【災害発生前】 

○ 災害情報連絡室の設置 

○ 警報等の伝達、警戒活動、水防活動 

○ 気象情報等の広報 

○ 避難準備（避難行動要支援者避難）情報の発令、避難行動要支援者の避難開始 

○ 避難所の設置、学校における生徒の安全確保 

 

※ 避難判断水位（特別警戒水位）への到達や土砂災害警戒情報の発表など災害発生のおそれが高まった

場合 

○ 警報等の情報の伝達 

○ 避難の勧告・指示等の発令、避難の開始 

○ 避難の勧告・指示等の広報 

 

２～６ （略） 

 

 

関等と密接に連絡のうえ、各種輸送、通信手段の確保を図る。 

（３）（略） 

２ 非常金融措置 （略） 

（１）非常金融措置の実施に係る要請 

被災者の便宜を図るため、必要に応じ金融機関相互間の申合せ等により、次のような非常金融措置を適

切に講じるよう要請する。 

 

 （２）（略） 

 

 

 

 

 

第２５節 災害応急対策の実施に係るタイムスケジュール 

 

被災地の時間・空間は有限の資源であるため、災害発生時・発生後の各段階に応じた前節までにおける災害応

急対策作業の優先順位を理解し、行動しなければならない。 

特に、風水害、地震の発災当初の７２時間は、救命・救助活動において極めて重要な時間帯であることを踏ま

え、人命救助及びこのために必要な活動に人的・物的資源を優先的に配分する必要がある。 

災害発生前から発生時、発生後の各段階において着手すべき市災害対策本部の業務については、概ね次のとお

りである。 

ただし、その災害の状況等により、柔軟に対応を変える必要があることにも留意が必要である。 

 

１ 災害の発生や避難に備え、警戒が必要な時期【災害発生前】 

○ 災害情報連絡室の設置 

○ 警報等の伝達、警戒活動、水防活動 

○ 気象情報等の広報 

○ 避難準備（避難行動要支援者避難）情報の発令、避難行動要支援者の避難開始 

○ 避難所の設置、学校における生徒の安全確保 

 

※ 避難判断水位（特別警戒水位）への到達や土砂災害警戒情報の発表など災害発生のおそれが高まった

場合 

○ 警報等の情報の伝達 

○ 避難指示等の発令、避難の開始 

○ 避難指示等の広報 

 

２～６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 


